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第１章 計画策定にあたって 
 

 

１ 近年の国の少子化対策               

 

2012（平成 24）年、「子ども・子育て関連３法※１」が制定され、これに基づき「子ど

も・子育て支援新制度」が本格施行されました。 

子ども・子育て支援新制度では、必要とする全ての家庭が利用できるように支援の量の

拡充と、子どもたちがより豊かに育っていけるように支援の質の向上という、支援の量と

質の確保を両輪とすることを目的に、「質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」、

「保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善」及び「地域における子ども・子育て支

援の充実」の３つを柱として掲げています。また、当初平成 26 年度までの時限立法であ

った「次世代育成支援対策推進法」も 10 年間延長され、「切れ目のない子ども・子育て支

援」を行うこととなりました。 

子ども・子育て支援新制度の施行以後も、国は子育てを取りまく環境（少子高齢化、女

性の就労率の上昇、それに伴う保育ニーズの増加、労働者の長時間労働など）を改善・支

援するために、「ニッポン一億総活躍プラン※２」（2016（平成 28）年～）の策定、「働き

方改革実行計画※３」（2017（平成 29）年～）の策定、「子育て安心プラン※４」（2017（平

成 29）年～）の公表、「新しい経済政策パッケージ※５」（2017 年（平成 29 年）～）の

策定など、様々な取り組みを始めています。 

 

※１）「子ども・子育て３法」 

「子ども・子育て支援法」（平成 24 年法律第 65 号）、「就学前の子どもに関する教育、保育等

の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律」（平成 24 年法律第 66 号）、「子ど

も・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成24年法律第67号）

の３つの法律を指す。 

 

※２）「ニッポン一億総活躍プラン」（首相官邸ホームページより） 

我が国の構造的な問題である少子高齢化に真正面から挑み、「希望を生み出す強い経済」、「夢を

つむぐ子育て支援」、「安心につながる社会保障」の「新・三本の矢」の実現を目的とする「一億

総活躍社会」の実現に向けて、平成 28 年６月２日に閣議決定された。 
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※３）「働き方改革実行計画」（内閣府ホームページより） 

「ニッポン一億総活躍プラン」において、一億総活躍社会に向けた最大のチャレンジと位置付け

られた働き方改革については、働き方改革の実現を目的とする実行計画の策定等に係る審議に資

するため、2016 年９月より、内閣総理大臣を議長とする「働き方改革実現会議」が開催された。

時間外労働の上限規制の在り方など長時間労働の是正、同一労働同一賃金の実現などによる非正

規雇用の処遇改善等をテーマに討議が行われ、2017 年３月に「働き方改革実行計画」が取りま

とめられた。 

 

※４）「子育て安心プラン」（内閣府ホームページより） 

25 歳から 44歳の女性就業率の上昇や、保育の利用希望の増加が見込まれることから、2018

（平成 30）年度から 2022（平成 34）年度末までに女性就業率 80％にも対応できる約 32 万

人分の保育の受け皿を整備することを掲げている。 

 

※５）「新しい経済政策パッケージ」（内閣府ホームページより） 

少子高齢化という最大の壁に立ち向かうため、政府は 2017 年 12 月８日に閣議決定された。

「人づくり革命」と「生産性革命」を車の両輪としており、このうち、「人づくり革命」につい

ては、幼児教育の無償化、待機児童の解消、高等教育の無償化など、２兆円規模の政策を盛り込

み、子育て世代、子供たちに大胆に政策資源を投入することで、社会保障制度を全世代型へと改

革することとした。 

 

 

２ 策定の趣旨                    

 

平成 27 年度からスタートした「第一期磐田市子ども・子育て支援事業計画」は平成 31

年度（令和元年度）をもって計画期間が満了します。第一期計画では、「子育ては家庭から」

という考えを第一義としながらも、市全体で「質の高い乳幼児期の教育・保育の総合的な

提供」、「保育の量的拡大」、「地域・社会における子育て支援」に向けた施策を展開してき

ました。そして、「子育てなら磐田」と誰もが実感できるようにしていくため、計画を推進

してきました。 

今般策定する「第二期磐田市子ども・子育て支援事業計画」（以下「本計画」という）で

は、第一期計画での施策・確保方策を継承し、より発展させることで、本市の「切れ目の

ない子ども・子育て支援」の実施をさらに推進してまいります。 

本市で子育てする市民の皆様が、安心して子育てできると実感し、本市に住んでよかっ

たと思っていただける施策を、これから一層広い観点を持って、よりきめ細やかに展開し

てまいります。 
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３ 計画の位置づけ                      

 

（１）計画の根拠 

 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく、市町村子ども・子育て支援事業計

画であり、次世代育成支援対策推進法第８条に基づく市町村行動計画、「新・放課後子ども

総合プラン」に基づく市町村行動計画としての位置づけも含む計画として策定します。 

さらに、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」に基づく「子どもの貧困対策に関する

大綱」を勘案し、子どもの貧困対策についても定めます。 

また、安心して子どもを産み、健やかに育てるためには、医療や福祉、教育等の諸施策

との連携のもと、切れ目なく母子保健サービスが提供されることが重要であると考えます。

本事業計画においては、「母子保健計画」を重要な柱の一つとして位置づけるとともに、母

子保健の視点から必要と考える具体的な事業を計画全体に組み入れています。  

 

（２）関連する計画 

 

本計画は、市のまちづくりの総合的指針である「磐田市総合計画」を上位計画とし、子

ども・子育て支援の視点で具体化する分野別計画であり、その他関連する分野別計画との

調和と整合性を図り策定するもので、保健、医療、福祉、教育、生活環境、就労環境（ワ

ークライフバランス）、地域づくり等のさまざまな分野にわたり、総合的な展開を図ってい

きます。 

 

関連計画との関係                             

 

 

 

  

調和・整合 

磐田市子ども・子育て支援事業計画 

磐田市総合計画 

・磐田市幼稚園・保育園再編計画 

・磐田市地域福祉計画 ・磐田市障害者計画 ・健幸いわた２１ 
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（３）計画の期間 

 

本事業計画は、子ども・子育て支援法第 60 条に基づいて定められた基本指針に即し、

令和２年度を初年度とし、令和６年度までの５年間を第２期の計画期間とします。  

ただし、具体的な事業内容は、社会情勢や磐田市の子どもや子育て家庭を取り巻く状況

に応じて見直しを行います。 

 

 

 
 

平成

29年度

平成

30年度

平成

31年度

令和

2年度

令和

3年度

令和

4年度

令和

5年度

令和

6年度

令和

7年度

令和

8年度

第一期

（平成27年度～31年度）

第二期

磐田市子ども・子育て支援事業計画

（令和２年度～6年度）

次期

（令和7年度～）
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第２章 磐田市の現状と課題 
 

 

１ 磐田市の現状                       

 

（１）本市における人口の状況 

 

① 人口全体の推移（人口の推移、年齢３区分別人口割合、人口ピラミッド、自然動態、社会動態） 

【図１】人口の推移 

 

本市の人口は平成 25 年以

降減少傾向が続き、平成 30

年には 169,931 人と 17 万

人を下回り、平成 31 年では

169,725 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図２－１】年齢３区分別の人口割合の推移 

 

本市の年齢３区分別人口の

推移をみると、年少人口（０

歳～14 歳）の割合は年々減少

しており、平成 31 年 13.3％

となっています。 

生産年齢人口（15 歳～64

歳）の割合は平成 25 年以降

減少傾向にあり、平成 31 年

は 58.9％となっています。 

老年人口（65 歳以上）の割

合は、平成 25 年以降増加傾

向にあり平成31年は27.8％

となっています。  

【資料】住民基本台帳（各年３月 30日現在） 

【資料】住民基本台帳（各年３月 30日現在） 
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【図２－２】人口ピラミッド 

 

 

【資料】住民基本台帳（平成 31年３月 30日現在） 

 

本市の人口ピラミッドは「つぼ型」となっています。※１ 

５歳階級別人口を見ると、男性は 45－49 歳の人口が最も多く、次いで 65－69 歳の

人口が多くなっています。女性は 65－69 歳の人口が最も多く、45－49 歳の人口が多

くなっています。男女ともに、65－69 歳のいわゆる「団塊の世代」と、第二次ベビーブ

ームで団塊の世代から生まれた子どもたちである「団塊ジュニア世代」の人口が多くなっ

ています。 

一方、20 歳未満の人口の中で、０～４歳児の人口が最も少なくなっており、少子化が

進んでいることがわかります。 

 

※１）人口ピラミッドとは、人口の男女別・年齢別構成を比較する場合に用いられるもので，０歳を基

底にし，順次高年齢を上にピラミッドのように積上げたグラフのことである。 

人口ピラミッドはその形によって「富士山型」、「つりがね型」、「つぼ型」などの種類がある。 

人口ピラミッドの「つぼ型」とは、高年齢層の割合が高く、低年齢層の割合が低い形の事で、少子

高齢化の状態を表しており、少産少死で将来人口が減少していくことが予想される。 
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【図３－１】自然動態 

 

 

【資料】磐田市統計書 平成 30年版 

【図３－２】社会動態 

 

【資料】磐田市統計書 平成 30年版 

 

自然動態は死亡数が出生数を上回る「自然減」の傾向が続いており、平成 29 年は出生

数が 1,230 人、死亡数が 1,698 人と 468 人死亡数が上回っています。 

社会動態は平成25年では1,169人の社会減でしたが、平成29年では転入6,696人、

転出 6,386 人と 310 人の社会増となっています。 

自然減が社会増を上回っているため、人口が減少しています。  
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② 児童人口の推移（０歳～５歳人口の推移、６歳～11 歳人口の推移） 

 

【図４－１】０歳～５歳人口年齢別推移 

 

【資料】住民基本台帳（各年３月 30日現在） 

 

【図４－２】６歳～11 歳人口年齢別推移 

 

【資料】住民基本台帳（各年３月 30日現在） 

 

０歳～５歳の人口の推移は、平成 25 年以降減少を続けており、平成 25 年では 8,972

人でしたが、平成 31 年／令和元年では 7,730 人となっています。 

特に０歳児の人口が平成 29 年から平成 30 年にかけて 134 人減少しています。 

６歳～11 歳の人口の推移は、平成 25 年から平成 29 年にかけて増減を繰り返しなが

らも 9,200 人台の横ばいで推移してきましたが、平成 29 年以降は減少傾向にあり、平

成 31 年／令和元年では 9,014 人となっています。 
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③ 合計特殊出生率の推移 

 

【図５】合計特殊出生率の推移 

 

磐田市の合計特殊出生率は、

平成 26 年と平成 27 年を除

いて全国・静岡県を上回って

おり、平成 29 年では静岡県

と比較して 0.04 ポイント、

全国と比較して 0.13 ポイン

ト上回り、1.56 となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）結婚と出産の状況 

 

①初婚の平均年齢 

 

【図６】男女別初婚の平均年齢の推移 

 

平成 20 年から平成 29 年

までの過去 10 年間の初婚の

平均年齢を見ると、男女とも

に初婚の平均年齢は上昇傾向

にあります。 

男性の平均初婚年齢は平成

20 年では 29.6 歳でしたが、

平成29年では31.1歳と1.5

歳上昇しています。 

女性の平均初婚年齢は平成

20 年では 27.7 歳でしたが、 

平成 29 年では 29.0 歳と 

1.3 歳上昇しています。 
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（３）家庭の状況（世帯数と平均世帯人員の推移、ひとり親世帯の状況、世帯構成比の推移） 

 

① 世帯数と世帯人員 

 

【図７】世帯数と平均世帯人員の推移 

 

【資料】磐田市統計書 平成 30年版 

（各年３月３０日現在） 

 

② 世帯構成比 

 

【図８】世帯構成比の推移 

 

【資料】国勢調査 

 

世帯数は人口の減少傾向に対して年々増加しており、平成 30 年は 66,839 世帯となっ

ています。一方で世帯あたりの平均人数は平成 25 年以降減少傾向にあり、平成 30 年は

2.54 人となっています。 

世帯構成比について、核家族世帯の割合は平成２年以降 57％前後で推移しており、平

成 27 年では 57.7％となっています。一方で単身世帯の割合は平成２年以降増加傾向に

あり、平成 27 年では 25.8％となっています。  
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③ ひとり親世帯の状況 

 

【図９－１】母子家庭世帯の状況 

 

【資料】国勢調査 

※平成 12 年は旧磐田市、豊田町 

、竜洋町、福田町、豊岡村の合計 

 

【図９－２】父子家庭世帯の状況 

 

【資料】国勢調査 

※平成 12 年は旧磐田市、豊田町 

、竜洋町、福田町、豊岡村の合計 

 

ひとり親世帯の状況について、母子家庭は増加傾向にあり、平成 12 年では母子家庭数

は 440 世帯でしたが、平成 27 年では 735 世帯となっています。 

また、母子家庭世帯のうち６歳未満の子どものいる世帯は、平成 12 年では 100 世帯

でしたが、平成 27 年で 128 世帯となっています。 

 

父子家庭も母子家庭と同様に増加傾向にあり、平成 12 年では父子家庭数は 81 世帯で

したが、平成 27 年では 109 世帯となっています。 

また、父子家庭世帯のうち６歳未満の子どものいる世帯は、平成 27 年で 7 世帯となって

います。  
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（４）就業の状況（就業人口（15 歳以上）の推移、産業別就業人口構成比の推移、女性の年齢別就業率） 

 

①－１ 就業人口 

 

【図 10－１】就業人口（15 歳以上）の推移 

  

本市の就業人口は、平成２

年から平成 17 年までは増加

傾向にあり、平成 17 年では

93,217 となりましたが、そ

の後は減少傾向に転じ、平成

27 年では 85,718 人となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

①－２ 産業別就業人口構成比の推移 

 

【図 10－２】産業別就業人口構成比の推移 

 

産業別就業人口構成比の推

移について、第一次産業と第

二次産業の割合は年々減少し

ており、第一次産業の割合は

平成２年では 8.6％でしたが、

平成２７年では 3.9％となっ

ており、また第二次産業の割

合は平成２年では 49.6％で

したが、平成 27 年では

39.6％となっています。 

一方で第三次産業の割合は

年々増加しており、平成２年では 

41.6％でしたが平成 27 年では 

52.5％となっており全体の５割 

を超えています。  

【資料】国勢調査 

※平成 12 年は旧磐田市、豊田町、竜洋町 

、福田町、豊岡村の合計 
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②－１ 女性の労働力状況（磐田市） 

 

【図 11－１】女性の労働力状況（磐田市） 

 

【資料】国勢調査 

 

磐田市の女性の労働力率について、20～29 歳の労働力率が高く、30～39 歳で労働力

率が下がり、40 歳以降で再び労働力率が上がるといういわゆる「Ｍ字カーブ」の形にな

っています。平成 17 年と平成 27 年を比べると、20～24 歳の女性の労働力率は平成

17 年の方が高くなっていますが、25～44 歳の女性の労働力率は平成 27 年の方が高く

なっています。 

 

 

②－２ 女性の労働力状況（平成 27 年全国、静岡県比較） 

 

【図 11－２】女性の労働力状況（平成 27 年全国、静岡県比較） 

 

【資料】国勢調査 

 

平成 27 年の全国、静岡県、磐田市の女性の労働力率を見ると、「Ｍ字カーブ」の形にな

っていますが、磐田市は全国よりも女性の労働力率が高い一方、静岡県の割合よりは低く

なっています。 
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２ 現状から見える磐田市の課題              

 

① 核家族、ひとり親家庭、共働き家庭の増加等から、保育ニーズが増加しています。こ

れに対し、保育の提供体制は十分ではなく、早急に保育の提供量の拡充を進めていく

必要があります。 

 

② 公立幼稚園では定員に満たない園がある一方で、希望者が定員を上回っている園もあ

ります。教育の提供状況で地域によるアンバランスが生じていることから、具体的な

対策を考えていく必要があります。 

 

③ 都市化や少子化が進んでいること、就労人口の増加等に起因し、地域においては人間

関係が希薄化するとともに、子どもたちの体験を通して成長していく機会も減少して

います。地域における子育て支援を一層充実させていくことが必要です。 

 

④ 男性、女性とも初婚年齢が高くなり、それに伴って、第１子の出産年齢も高くなって

います。若者の結婚や出産、子どもを育てることへの意識を変えていく必要がありま

す。 

 

⑤ 安全・安心な妊娠・出産・子育てに繋げていくために、思春期から、将来に向けての

意識付けをしていく必要があります。 

 

⑥ 出産や子育てに不安を抱えている妊婦が多く見られます。医療機関等と連携しながら、

安心して出産できるように支援していく必要があります。 

 

⑦ 育児に関する情報量は非常に多くなっています。子どもの健全な発達・発育を促すた

めに必要な情報が得やすい体制を整えていく必要があります。 

 

⑧ 子どもの発達に関する相談が増えています。保護者の育児に関する悩みに寄り添った

支援を行う必要があります。 
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第３章 基本構想 
 

 

１ 基本目標 

「磐田市子ども・子育て支援事業計画」は、子どもたちを大切に育てるとともに、子

育てにより豊かな生活を実現させるため、全ての市民が主体となって実行していくもの

です。子育てを通して全ての市民がつながっていくことが、この計画を実現させる上で

最も力強い推進力となり、同時にこの計画の到達点でもあると考えます。 

私たちは、子どもたち一人一人が、温もりに満ちた豊かな環境の中でのびのびと育ち、

夢や希望を叶えることができるまちをつくっていくために次の目標を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人と人がつながる子育てのまち 

 

笑 顔 かがやく子 育 てのまち 

 

未 来 に向 かう子 育 てのまち 

  

みんなの手で、 

磐田の未来を開く子育てのまちを創ります 
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２ 基本的な考え方 

前項に掲げた目標は、子育て支援を単に「子育て家庭を支えるための施策」としてと

らえるのではなく、「子育て」を柱として、これからの磐田のまちをつくっていこうとい

う方向を示しています。この方向をしっかりと見据え、以下の「子育て」に込めた考え

方を行動指針に反映させます。 

 

人と人がつながる子育てのまち  

子どもの健やかな成長を見守り、保護者を孤立させないよう、地域で支えていくこと

が必要です。子どもは、温かな気持ちを肌で感じることができる環境の中でこそ、のび

のびと成長していくことができます。地域での日常的な支え合いは、まさにその温かさ

を強く感じさせてくれるものであり、また、保護者自身もその中で子育ての力を蓄えて

いくことができます。子育てには、人々の気持ちがつながった地域の力が不可欠です。 

また、地域をあげて子育てを応援することで、その地域は自然と活気が満ちてきます。

子育てを通じて多くの人がつながることは、地域全体の豊かな生活を実現する手段でも

あります。 

 

笑顔かがやく子育てのまち 

子どもは、一人一人がそれぞれ大きな可能性をもっています。また、それぞれ成長の

仕方は違います。乳幼児期において、個性や成長する姿を大切に見守り、可能性を最大

限に引き出すことで、その子の生きる力の基盤を作ります。そのためには、多くの人の

子育ての知恵と知識で子どもたちの成長を支え、笑顔を一層輝かせるようにしなくては

いけません。 

また、子どもたちの笑顔には、地域・社会を明るく照らす力があります。そして、一

人一人を大切に育てるという意識が市民に広く浸透することにより、人に優しい豊かな

まちづくりが実現します。「子ども・子育て支援」は、子どもの笑顔を輝かせるだけでな

く、その地域に住む全ての人の笑顔を生み出していくものです。 

 

未来に向かう子育てのまち 

子どもを育てることは、自分自身の成長にもつながることであり、豊かな人生を築くための基

盤にもなることです。若者が、今以上に「結婚」、「出産」、「子育て」に希望のもてる社会にして

いくことが大切です。そのためには、家庭、地域、行政、学校、園、市民活動団体、企業等が互

いの立場を生かしながら連携し、「子育てのまち」と呼ぶにふさわしい環境を整えていくことが

必要不可欠です。少子化問題が顕在化している今こそ、次世代を輝かせることをそれぞれの立場

で考え、未来のために多くの知恵を出し合っていくことが必要です。そして、思春期を迎えた子

どもたち、また、結婚前の若い世代の人々が、将来の希望として出産や子育てを意識していける

ようになったとき、未来に向かう力強い磐田の姿を思い描くことができます。 
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３ 子育てのまち行動指針 

「子ども・子育て支援」の推進にあたっては、すべての子どもと、その子どもを取り巻く地域

社会を含めた取り組みが求められます。 

本事業計画では、目標に込めた基本的な考え方を踏まえ、妊娠期を含めた乳児期から思春期ま

での子どもの育ちを支えるため、７つの行動指針を設定し総合的に施策を展開していきます。 

 

 

人と人がつながる子育てのまち 

 

１ 家庭、地域、関係機関が連携した子育て支援の体制づくり 

家庭、地域、関係機関の連携が図られた子育て支援の体制を整備し、安心して子育てが

できるようにします。 

 

２ 乳幼児期における質の高い教育・保育を提供するための体制づくり   

「磐田市幼稚園・保育園再編計画」に基づき、就学前の教育・保育を総合的に提供する

体制を整備し、多様なニーズに対応していきます。 
 

 

 

笑顔かがやく子育てのまち 
 

３ 母親と子どもの健康保持増進のための支援の充実（母子保健計画） 

妊娠期から乳幼児期までの母子の健康保持増進及び乳幼児、児童の健やかな成長のため

に、愛着形成と生活リズムの向上を推進し母子保健の充実を図ります。 
また、関係機関との連携体制を強化し、妊娠期から乳幼児期までの切れ目ない支援体

制を構築します。 

 

４ 支援を必要とする子どもや保護者へのきめ細かな取組の推進 

支援を必要とする子どもや保護者が、自らの権利が保障され夢と希望をもって生活を送

ることができるよう、子どもとその家族の状況に応じた必要かつきめ細やかな支援を行い

ます。 
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未来に向かう子育てのまち 
 

５ 健やかな成長を目指す乳幼児期から中学校までの保育・教育の充実 

社会において自立的に生きる基礎を培うために、学校、園、地域が連携し、子どもの豊

かで健全な心身と確かな学力を育てる質の高い保育・教育を実践します。 

 

６ 子育てに適した、人に優しく温もりのあるまちを創るための環境の改善・整備 

安心して子育てができる、人に優しく温もりのあるまちにするために、道路・交通環境、

地域環境、防犯体制等の改善・整備に努めます。 
 

７ 子育てに向き合うことができる就労環境及び家庭生活の実現 

男性も女性も子育てに向き合えるようにするため、仕事と家庭生活を両立できる就労環

境の実現を企業と家庭に働きかけていきます。 
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４ 行動指針の体系 

行動指針に沿って行動目標を定め、各事業を推進します。 

 

行動指針１ 乳幼児期における質の高い教育・保育を提供するための体制づくり 

「磐田市幼稚園・保育園再編計画」に基づき、就学前の教育・保育を総合的に提供す

る体制を整備し、多様なニーズに対応していきます。 

 

 

  

 

１ 
教育・保育利用者

や地域の実態を考慮
し、提供区域の設定
をしていきます 

(１) 提供区域の設定 
① 実態に応じた教育・保育の 

 提供区域の弾力的設定 

２ 
園の教育・保育の質

の向上を図るための体
制を整備していきます 

(１)園の教育・保育の 
向上を目指した体制 
づくり 

① 公私立各園の更なる連携の 

検討 
② 各園の職員を支える研修会の 

実施 

(２)きめ細かな教育・保育 
を進めるための職員 
体制の整備 

① 個に応じた支援をするための
職員配置 

② 適正な学級定数基準の設定 
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３ 
既存施設の再編・事

業拡大及び新規事業
による提供量の拡大
を進めていきます 

(１)公立幼稚園・認定 
こども園における 
教育・保育の充実 

① 預かり保育の実施 
② 認定こども園への移行の検討 

(２)私立幼稚園・認定 
こども園における 
教育・保育の充実 

① 私立幼稚園・認定こども園の 
連携と情報共有 

② 私立幼稚園の認定こども園へ 
の移行の支援 

(３)公私立保育園・認 
定こども園における 
教育・保育の充実 

① 公私立保育園における施設の 
整備・拡充 

② 公私立保育園の認定こども園
移行の検討・支援 

③ 延長保育の実施 

(４)新規事業による保育 
の供給量の拡大 

① 認可外保育園の特定教育・ 
 保育施設または特定地域型 
保育事業への移行支援 

② 民間事業者の参入の促進 
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行動指針２ 家庭、地域、関係機関が連携した子育て支援の体制づくり 

家庭、地域、関係機関の連携が図られた子育て支援の体制を整備し、安心して子育て

ができるようにします。 

 

 

 

 

  

 

１ 
子ども・保護者の不

安を解消する子ども・
子育て支援体制を整
えていきます 

(１) 身近な子育て支援体 
制づくり 

① 子育て家庭のニーズや地域の 
子育て支援の実態把握 

② 地域の力を生かした子育て 
支援 

③ 地域・社会が求める子育て 
支援サービスの検討 

④ 子育て相談員による支援 

(２)子育て支援センター 

の整備 

① 子育て支援センターの再編の 
推進 

(３)不安を解消する相談 
体制づくり 

① 保護者のための相談窓口 
② 子どもための相談窓口 

(４)子育ての専門性を有 
した人材育成の推進 

① 子育て相談員・子育て支援セ 
ンター職員等を対象とした 
研修の実施 

２ 
子育て家庭の多様

なニーズに対応する
保育サービスの充実
を図っていきます 

(１)一時的な保育ニーズ 
に対応するための保育 
体制づくり 

① 一時預かり事業の実施 
② 病後児保育の実施 
③ 病児保育の実施を検討 
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３ 
小学生が、放課後

等を安全・安心に過
ごし、多様な体験・
活動を行うことがで
きるように「新・放
課後子ども総合プラ
ン」を推進していき
ます 

(１)放課後児童クラブの 
整備 

① 利用者ニーズに対応した体制 
づくり 

② 支援員の専門性及び質の向上 
のための取り組み 

③ 放課後子供教室との一体的な 
取り組み 

④ 小学校の余裕教室等の活用 
⑤ 開所時間延長の検討 
➅ 放課後児童クラブの役割の 
向上 

(２)放課後子供教室の整備 
① 放課後子供教室の拡充 
② 放課後児童クラブとの連携 
③ 指導員の資質向上を図る研修 

４ 
家庭、地域、関係

機関、子育てサーク
ル等が連携した子育
て及び教育の支援ネ
ットワークを作って
いきます 

(１)子育て家庭をつなげる 
相互支援体制づくり 

① 子育て交流活動への支援 
② ファミリーサポートセンター 
事業 

③ 子育て支援センターによる 
交流活動への支援 
 

５ 
子育ての知識・技

能を多くの人が共有
できるようにしてい
きます 

(１)子育てに必要な知識 
・技能の啓発 

① 親支援講座の開催 
② 健康診断時等における 
啓発活動 
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６ 
必要とする子育て

支援情報を子育て家
庭・地域に届けていき
ます 

(１)広く市民に届けるため
の情報提供手段の充実 

① 子育て応援サイト・子育て 
アプリによる情報提供 

② 情報誌・リーフレットによる
情報提供 

(２)子育て家庭に届ける 
ための情報提供手段の 
充実 

① 相談窓口による情報提供 
② 訪問等による情報提供 

７ 
経済的な支援によ

り、子育て家庭の経済
的負担の軽減を図っ
ていきます 

(１)子どもを守り育てる 
手当・助成の整備 

① こども医療費の助成 
② 児童手当の支給 
③ 未熟児養育医療費の助成 
④ 中学生スタートアップ応援 
事業 
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行動指針３ 母親と子どもの健康保持増進のための支援の充実（母子保健計画） 

妊娠期から乳幼児期までの母子の健康保持増進及び乳幼児、児童の健やかな成長のた

めに、愛着形成と生活リズムの向上を推進し母子保健の充実を図ります。 

また、関係機関との連携体制を強化し、妊娠期から乳幼児期までの切れ目ない支援体

制を構築します。 

 

 

  

 

１ 
健全な発育・発達の

ために母子の愛着形
成と生活リズムの向
上を推進し、健康な生
活習慣づくりを支援
していきます 

(１)妊娠期を迎えるための
経済的な支援 

① 不妊・不育症治療費補助 

(２)妊娠産褥期の適切な 
健康管理と支援 

① 母子健康手帳の交付と保健 
指導 

② 妊婦健康診査の実施と適切な 
受診のための啓発活動 

③ 医療機関等との連携 

(３)乳幼児の健全な発育 
・発達のための支援 

① こんにちは赤ちゃん訪問事業 
② 地域における子育て支援 
③ 育児教室及び健康教育等 
の実施 

④ 乳幼児健康診査の実施 
⑤ 親支援教室と乳幼児個別支援
の実施 

⑥ 乳幼児の成長発達を促す 
ための連携支援 

⑦ 医療機関の情報提供 

(４)健康な生活を送る 
ための生活習慣づくり 

① 生活リズム向上の取り組み 
② 年齢に応じた望ましい食生活 
の啓発 

③ 歯科保健の取り組み 

(５)感染症対策の推進 ① 予防接種事業の実施 
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行動指針４ 支援を必要とする子どもや保護者へのきめ細かな取組の推進 

支援を必要とする子どもや保護者が、自らの権利が保障され、生まれ育った環境に左

右されることなく、現在と未来に夢や希望をもって生活を送ることができるよう、子ど

もとその家族の状況に応じた必要かつきめ細やかな支援を行います。 

 

 

 

  

 

(１)児童虐待・ＤＶ等の 
防止対策の推進 

① 総合的な支援体制の整備 
（こども・若者相談センター） 
② 妊娠期からの児童虐待防止 
対策の実施 

③ 要保護児童等対策協議会の 
機能充実 

④ 専門性を有した人材の配置・ 
育成の推進 

⑤ 児童虐待防止の啓発活動 

(３)子どもの人権を守る 
意識の浸透 

① 地域での人権意識向上のため 
の取り組み 

② 人権教育の取り組み 

１ 
子どもの生命と人

権を守る体制を整備
していきます 

(２)養育困難な状況を支え

る育児支援の充実 

① 養育支援が必要な家庭の 
継続的支援 

② ショートステイ事業の実施 
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(３) 保護者の就労支援 

２ 
すべての子どもが

夢と希望をもつこと
ができる環境をつく
っていきます （子ど
もの貧困対策） 

(１)教育の支援 

① スクールソーシャルワーカー
の配置 

② 学習チャレンジ事業 
③ 就学援助費の支給 
④ 実費徴収に係る補足給付を行
う事業 

(４) 経済的な支援 
① 児童扶養手当の支給 
② 母子家庭等医療費の助成 
③ ひとり親家庭子育てサポート

事業 
④ 関係機関と連携した支援 

① 生活困窮者就労準備支援事業 
② 高等職業訓練促進給付金等 
事業 

③ 自立支援教育訓練給付金 

① 生活困窮者自立支援事業 (２) 生活の支援 
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５ 
外国につながる子

どもへの支援を充実
させます 

(１)子どもの教育環境の 
整備 

① 児童・生徒数の増加・多国籍 
化に対応した支援体制の整備 
② 多文化交流センター等による 
支援 

(２)保護者への情報 
提供 

① 相談窓口への通訳の配置 

② 子育てアプリによる情報提供 

 

４ 
子どもの成長発達

に関する知識を広く
家庭・地域に浸透させ
ていきます 

(１)保護者・子育て家庭 
への啓発の推進 

① 保護者対象の支援講座の実施 
② 成長・発達に関する知識の 
普及 

(２)地域・社会への啓発の 
推進 

① 知識啓発のための講演会の 
企画 

② 発達支援に関する情報提供 

 

(３)保育園、幼稚園、認定
こども園、小中学校に
おける特別支援の充実 

３ 
一人一人の成長を

よく見つめ、個性を大
切にする発達支援を
実現していきます 

(１)乳幼児期からの早期 
の的確な支援の充実 

① 乳幼児健診時における専門職 
による相談 

② 磐田市発達支援センターの 
機能の強化 

③ 医療的ケアが必要な児童への
支援 

(４)支援者等の専門性の 
向上 

① 発達支援研修の計画的実施 
② 発達支援ハンドブックの 
作成・活用 

① 各園や各学校における特別支 
援体制の確立 

② 職員研修の充実と職員への 
専門機関による支援 

① 障害児通所支援事業 
② 就労支援までの一貫した発達 
支援体制の整備 

③ ライフステージに応じた相談
支援 

(２)切れ目のない発達支援 
体制の充実 
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行動指針５ 健やかな成長を目指す乳幼児期から中学校までの保育・教育の充実 

社会において自立的に生きる基礎を培うために、学校、園、地域が連携し、子どもの

豊かで健全な心身と確かな学力を育てる質の高い教育・保育を実践します。 

 

 

  

 

１ 
乳幼児期における

質の高い教育・保育を
実現していきます 

(１)教育・保育の確かな 
基盤づくり 

① 職員研修の充実 
② 教育・保育の評価の実施 
③ 各園の教育・保育環境の 
研究・改善 

(２)教育・保育の質を 
高める保育園、幼稚園、
認定こども園の 
連携推進 

① 合同研修の実施 
② 相互体験実習の実施 

２ 
生きる力を育む小

中学校教育を地域と
ともに推進していき
ます 

(１)学力の育成を図る 
基盤づくり 

① 小中一貫教育の充実 
② 教職員の研修の充実 
③ 学校評価の実施 
④ 学校運営協議会の設置 
⑤ 教育機器の適切な配備 

(２)自他の権利を大切に 
する教育の推進 

① 自他を重んずる心を育てる 
教育活動 

② 男女共同参画意識を高める 
教育活動 

③ 豊かな心を育む体験学習 

(３)子どもの心を支える 
学校、専門機関に 
おける相談体制づくり 

① 心の教室相談員の配置 
② 教育支援センターによる相談 
活動の実施 
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３ 
園児、小学生、中学

生の成長・発達を連続
的にとらえ、各園、各
学校及び地域の連携
による教育・保育を推
進していきます 

(１)地域を生かした体験 
学習の充実 

① 伝統行事を後世に伝えていく 
機会の設定 

② 子どもたちと地域高齢者との 
交流の場の設定 

③ 子どもたちの地域活動参加を 
促す働きかけ 

(２)共に楽しむ交流活動 
の推進 

① 中学生と園児との交流体験の
実施 

② 小学生と園児の相互交流活動
の実施 

４ 
園児、小学生、中学

生が心身ともに健や
かに成長できるよう
支援していきます 

(１)適切な生活習慣の定着
を図る健康教育の推進 

① 健康教育の取り組み 
② 健康被害防止のための教育の
取り組み 

③ 食育の取り組み 

(２)地域における触れ合い
の場の充実 

① スポーツに関するイベント・ 
教室等の実施 

(３)小学生及び中学生の 
健全育成を図る思春期
における教育の充実 

① 小中学校ふれあい体験講座等 
の実施 

② 中学校における性体験に関す
る指導の実施 

③ 小中学校におけるキャリア 
教育の取り組み 

(３)保育園・幼稚園・認定
こども園と小学校の 
円滑な連携・接続の 
推進 

① 各園と小学校の円滑な連携・ 
接続の取り組み 

② 生活環境の変化に関する理解 
を促す保護者への働きかけ 
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行動指針６ 子育てに適した人に優しく温もりのあるまちを創るための環境の整備・改善 

安心して子育てができる、人に優しく温もりのあるまちにするために、道路・交通環

境、地域環境、防犯体制等の改善・整備に努めます。 

 

  

１ 
子ども同士、また親

子が、安心して過ごし
触れ合いを深められ
る環境や機会（場）を
確保していきます 

(１)子育て・保育のための 
園庭の整備・活用の 
推進 

① 園庭開放の拡充による子育て
支援 

② 適切な保育のための園庭環境 
の研究 

(２)公園整備及び美化活動
の推進 

① 利用者の声を反映させた公園 
整備 

② 親子が使いやすい環境の整備 
③ 地域住民が使用する公園の 
管理 

２ 
子どもを見守り育

てる安全・安心な社会
環境を整備していき
ます 

(１)有害環境排除の推進 ① 地域パトロールの実施 
② 規制に基づく指導の強化 

(２)安全を守る防犯体制 
の強化の促進 

① 防犯パトロールの実施 
② 不審者情報の伝達 
③ 街灯・防犯灯の設置及び点灯 
の働きかけ 

④ 「こども 110番の家」普及の 
ための啓発活動 

(３)自然を体感できる環境
整備の推進 

① 自然環境保全 
② 自然とふれあう機会の提供 

(４)安全・安心な道路交通 
環境整備の推進 

① 道路整備事業の実施 
② 交通事故多発箇所の改良 
③ 事故防止対策の取り組み 
④ 通学路の安全確認・安全確保 

(３)住みやすい地域環境 
整備の推進 

① 自然と調和した住宅地の整備 
② 景観、屋外広告物配慮等の 
取り組み 
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行動指針７ 子育てに向き合うことができる就労環境及び家庭生活の実現 

男性も女性も子育てに向き合えるようにするため、仕事と家庭生活を両立できる就労

環境の実現を企業と家庭に働きかけていきます。 

 

 

 

１ 
企業等が仕事と子

育てを両立できる就
労環境を整備できる
よう支援していきま
す 

(１)就労環境改善の促進 

① 育児休業等の各種制度に 
関する情報提供 

② 柔軟な勤務体制に関する 
情報提供 

③ 職場復帰と再雇用の啓発活動 

(２)ワークライフバランス
定着の促進 

① 企業等への啓発活動 
② 勤労者への情報提供 

２ 
家庭生活と働き方

を見つめ、子育てや家
庭での生活を大切に
する意識をもっても
らえるよう働きかけ
ていきます 

(１)家庭生活と仕事の両立
を実現する意識の向上 

① 家庭への啓発活動 
② 子育て講座の実施 
③ 家庭内における男女共同参画 
意識の啓発活動 
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第４章 行動計画 
 

 

行動指針１ 乳幼児期における質の高い教育・保育を提供するための体制づくり  

「磐田市幼稚園・保育園再編計画」に基づき、就学前の教育・保育を総合的に提供す

る体制を整備し、多様なニーズに対応していきます。 

 

１ 教育・保育利用者や地域の実態を考慮し、提供区域の設定をしていきます 

（１）提供区域の設定 

Ｎｏ． 施策・取組 内容 

① 

実態に応じた 

教育・保育の提供

区域の弾力的設定 

市内に３つの提供区域＊１を設定し、利用調整を行っていき

ます。ただし、提供区域間で需給バランスについて著しい差

が生じた場合は、その差の是正に努めるとともに、状況に応

じて利用調整を行っていきます。  

＊１）提供区域とは 

提供区域Ａ： 城山中校区、磐田第一中校区、豊田南中校区、神明中校区 

提供区域Ｂ： 福田中校区、南部中校区、竜洋中校区 

提供区域Ｃ： 向陽中校区、豊田中校区、豊岡中校区 

 

 

２ 園の教育・保育の質の向上を図るための体制を整備していきます 

（１）園の教育・保育の向上を目指した体制づくり 

No. 施策・取組 内容 

① 
公私立各園の更なる

連携の検討 

教育・保育の質の向上を図るために、公私立の幼稚園・保

育園・認定こども園の更なる連携について引き続き検討し

ていきます。 

教育・保育の質の向上を図るために、地域型保育事業・認

可外保育施設等についても、連携と情報共有ができる体制

づくりをしていきます。 

② 
各園の職員を支える

研修会の実施 

公私立の幼稚園・保育園・認定こども園等の職員が、自ら

の教育・保育の力量を高めることができる研修の機会を設

定していきます。 
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（２）きめ細かな教育・保育を進めるための職員体制の整備 

No. 施策・取組 内容 

① 
個に応じた支援を 

するための職員配置 

個に応じた支援を充実させるために、適切な職員配置に努

めていきます。 

② 
適正な学級定数基準

の設定 

教育・保育の質を高めるために、公立幼稚園の３歳児につ

いては学級定数を 25 人以下とします。 

 

 

３  既存施設の再編・事業拡大及び新規事業による提供量の拡大を進めていきます  

（１）公立幼稚園・認定こども園における教育・保育の充実 

No. 施策・取組 内容 

① 預かり保育の実施 

公立の幼稚園・認定こども園において、在園する子どもの

家庭の保育状況を考慮し、在籍園児について預かり保育を

実施します。 

② 
認定こども園への 

移行の検討 

２号認定＊１子どもの受け入れ人数を増やしていくために、

必要に応じて公立幼稚園の認定こども園への移行を検討し

ていきます。 

＊１）認定とは 

１号認定： 満３歳以上で幼稚園等での教育を希望 
（教育標準時間認定） 

２号認定： 満３歳以上で「保育の必要な事由」に該当し、保育園等で 
の保育を希望（保育認定） 

３号認定： 
満３歳未満で「保育の必要な事由」に該当し、保育園等
で 
の保育を希望（保育認定） 

 

（２）私立幼稚園・認定こども園における教育・保育の充実 

No. 施策・取組 内容 

① 

私立幼稚園・認定こど

も園の連携と情報共

有 

教育・保育の質の向上及び受け入れ人数の拡大を図るため

に、私立幼稚園・認定こども園の連携と情報共有を図って

いきます。 

② 

私立幼稚園の認定こ

ども園への移行の支

援 

私立幼稚園の認定こども園への移行を支援し、２号・３号

認定子どもの受け入れを拡充していきます。 
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（３）公私立の保育園・認定こども園における教育・保育の充実 

No. 施策・取組 内容 

① 
公私立保育園における

施設の整備・拡充 

３号認定子どもの受け入れ枠を拡大するとともに教

育・保育の質を高めていけるよう、施設の整備・拡充に

ついて検討・支援していきます。 

② 
公私立保育園の認定こ

ども園移行の検討・支援 

教育・保育の質の向上及び受け入れ人数の拡大を図るた

めに、公私立保育園の認定こども園への移行を検討・支

援します。 

③ 
延長保育の実施 

★事業 延長保育事業 

保育認定を受けた子ども（2 号・3 号認定子ども）に

ついて、通常の利用時間以外の時間帯であっても、保

育園、認定こども園において必要に応じて延長保育を

実施します。 

 

（４）新規事業による保育の供給量の拡大 

No. 施策・取組 内容 

① 

認可外保育園の特定 

教育・保育施設または 

特定地域型保育事業への

移行支援 

認可外保育園の特定教育・保育施設または特定地域型保

育事業への移行を支援し、３号認定子どもの受け入れ拡

大を図るとともに、教育・保育の質の向上に努めていき

ます。また、特定地域型保育事業施設と公私立の特定教

育・保育施設との連携が円滑に図られるよう支援してい

きます。 

② 民間事業者の参入の促進 

各地区の保育ニーズと利用定員のバランスを把握し、保

育の供給量が少ない区域において、民間事業者による特

定教育・保育施設や特定地域型保育事業への参入を促進

していきます。 

 

 

行動指針２ 家庭、地域、関係機関が連携した子育て支援の体制づくり 

家庭、地域、関係機関の連携が図られた子育て支援の体制を整備し、安心して子育て

ができるようにします。 

 

１ 子ども・保護者の不安を解消する子ども・子育て支援体制を整えていきます 

（１）身近な子育て支援体制づくり 

No. 施策・取組 内容 

① 

子育て家庭のニーズや 

地域の子育て支援の実態

把握 

子育て支援施設や子育て支援サークル等、地域の子育て

支援の実態把握に努め、地域における子育て支援体制づ

くりにつなげていきます。 

家庭訪問、健康診断等の事業において相互理解を深め、

子育て家庭の状況やニーズを適切に把握していくこと

に努めていきます。 
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No. 施策・取組 内容 

② 

地域の力を生かした子育

て支援 

☆母子保健 

民生委員・児童委員や自治会役員等と子育て家庭との連

携について検討し、有効な子育て支援策を検討していき

ます。 

学校や各施設と民生委員・児童委員との連携の強化を図

っていきます。 

③ 
地域・社会が求める子育

て支援サービスの検討 

子育て相談員等が、子育て家庭や地域の方のニーズの把

握に努め、子育て支援事業の改善に生かしていきます。 

④ 子育て相談員による支援 

子育て相談員が、乳児がいる家庭の求めに応じて訪問

し、子育ての手助けをしたり、不安の解消に努めたりし

ていきます。 

 

（２）子育て支援センターの整備 

No. 施策・取組 内容 

① 

子育て支援センターの 

再編の推進 

★事業 地域子育て支援拠点

事業 

子育て支援センターの地域バランスを考慮した再編を

推進し、全市内にわたり子育て支援サービスの充実を図

っていきます。 

 

（３）不安を解消する相談体制づくり 

No. 施策・取組 内容 

① 
保護者のための相談窓口 

★事業 利用者支援事業 

保護者が子どもの発育や子育ての不安や悩みを行政窓

口や地域の拠点施設（こども・若者相談センター、にこ

っと、子育て支援センター等）に相談できる体制を整備

していきます。 

② 子どものための相談窓口 

児童・生徒が、直接相談できる窓口を整備し、必要なと

きに安心してすぐに相談できるよう体制を整えていき

ます。 

 

（４）子育ての専門性を有した人材育成の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 

子育て相談員・子育て 

支援センター職員等を

対象とした研修の実施 

子育て相談員・子育て支援センター職員等の専門性を高

めるための研修の充実に努めます。 
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２ 子育て家庭の多様なニーズに対応する保育サービスの充実を図っていきます 

（１）一時的な保育ニーズに対応するための保育体制づくり 

No. 施策・取組 内容 

① 
一時預かり事業の実施 

★事業 一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが困難となった乳幼児

について、保育園、子育て支援センター等において一時

預かり事業を実施していきます。 

② 病後児保育の実施 
私立保育園での看護師による一時的な病後児保育を継

続していきます。 

③ 
病児保育の実施を検討 

★事業 病児保育事業 

利用者ニーズに対応するため、病児保育の実施を検討し

ていきます。 

 

 

３ 小学生が、放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことがで

きるように「新・放課後子ども総合プラン」を推進していきます 

（１）放課後児童クラブの整備 

No. 施策・取組 内容 

① 

利用者ニーズに対応し

た体制づくり 

★事業 放課後児童クラブの 

整備 

受け入れ施設の整備及び必要な支援員数の確保に努め

ていきます。 

② 

支援員の専門性及び質

の向上のための取り組

み 

発達障がいやアレルギー対策等の研修会、県のアドバイ

ザー派遣により、支援員の専門性及び質の向上を図りま

す。 

③ 
放課後子供教室との 

一体的な取り組み 

開催場所（学校や交流センター等）が同じ放課後子供教

室の学習や体験・交流活動に、児童クラブの児童も参加

していくようにします。 

④ 
小学校の余裕教室等の

活用 

小学校と連携し、余裕教室等を活用した児童クラブの運

営を推進することで、対象学年拡大に伴う利用児童の増

加に対応していきます。 

⑤ 開所時間延長の検討 

保育園や近隣の児童クラブの状況や利用者のニーズ

を把握し、児童クラブの開所時間の延長について検討

していきます。 

⑥ 
放課後児童クラブの 

役割の向上 

基本的な生活習慣の習得や異年齢児童との交わりを通

じ、子どもの自主性、社会性等のより一層の向上を図り

ます。 
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（２）放課後子供教室の整備 

No. 施策・取組 内容 

① 放課後子供教室の拡充 
放課後の子どもたちの生活を充実したものにしていく

ために、放課後子供教室の増設に努めていきます。 

② 
放課後児童クラブとの

連携 

共通のプログラムを企画する等、放課後児童クラブの従

事者と連携し、放課後児童クラブの利用児童の中の希望

者が子供教室に参加できるようにしていきます。 

③ 
指導員の資質向上を図

る研修 

放課後子供教室の指導員を対象とした個に応じた支援

に関する研修を実施することにより、指導員の専門性及

び資質の向上を図っていきます。 

 

 

４ 家庭、地域、関係機関、子育てサークル等が連携した子育て及び教育の支援

ネットワークを作っていきます 

（１）子育て家庭をつなげる相互支援体制づくり 

No. 施策・取組 内容 

① 
子育て交流活動への 

支援 

地域の子ども・子育て支援サークルや子育て家庭と地域

の方々との交流を促進する活動を支援していきます。 

② 

ファミリーサポートセ

ンター事業 

★事業 子育て援助活動支援

事業 

ファミリーサポートセンター事業について広報すると

ともに、援助会員の拡大及び育成を進め、様々な子育て

ニーズに対応していけるようにします。 

③ 

子育て支援センターに

よる交流活動への支援 

★事業（地域子育て支援拠点

事業） 

地域が取り組む子育て支援、子育て交流事業等に対する

子育て支援センターの支援を拡充していきます。 

 

 

５ 子育ての知識・技能を多くの人が共有できるようにしていきます 

（１）子育てに必要な知識・技能の啓発 

No. 施策・取組 内容 

① 親支援講座の開催 

保護者を対象とした子育て講座・親支援講座を開催し、

子育ての悩みを解消したり、幼児期の適切なしつけに役

立つ知識・技能を伝えたりしていきます。 

② 
健康診断時等における

啓発活動 

健康診断時等に個別相談の機会を設け、子育てに役立つ

母子保健の知識を伝えていきます。 
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６ 必要とする子育て支援情報を子育て家庭・地域に届けていきます 

（１）広く市民に届けるための情報提供手段の充実 

No. 施策・取組 内容 

① 

子育て応援サイト・子育

てアプリによる情報提

供 

★事業 利用者支援事業 

子育て支援を目的とした様々な取り組みを子育て応援

サイトや子育てアプリにより発信し、いつでも利用者が

情報を得ることができるようにしていきます。 

② 

情報誌・リーフレット 

による情報提供 

★事業 利用者支援事業 

子育てに関する情報を記載した情報誌やリーフレット

を交流センター、大型商業施設等、多くの人が利用する

場所に置いたり、乳児家庭訪問等の機会に直接渡したり

するなど、広報に努めていきます。 

 

（２）子育て家庭に届けるための情報提供手段の充実 

No. 施策・取組 内容 

① 
相談窓口による情報提

供 

行政窓口や地域の拠点施設等での相談支援において、利

用者のニーズに応じて、子育て支援事業、教育・保育・

就職等の情報を提供していきます。 

② 訪問等による情報提供 
健康診査や家庭訪問等の機会をとらえ、子育て支援事

業、教育・保育の提供等の情報を直接伝えていきます。 

 

 

７ 経済的な支援により、子育て家庭の経済的負担の軽減を図っていきます 

（１）子どもを守り育てる手当・助成の整備 

No. 施策・取組 内容 

① こども医療費の助成 
子どもを安心して育てられるよう高校３年生までの子

どもの医療費の助成を行います。 

② 児童手当の支給 

子どもを育てる家庭の生活の安定と子どもの健全な育

成のために、中学３年生までの子どもを養育している保

護者に手当を支給します。 

③ 
未熟児養育医療費の 

助成 

入院医療を必要とする未熟児に対して、養育に必要な医

療費を助成します。 

④ 
中学生スタートアップ

応援事業 

中学校に入学を予定する児童とその保護者に学校指定

の制服および体育衣料の購入に使える商品券を支給しま

す 
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行動指針３ 母親と子どもの健康保持増進のための支援の充実（母子保健計画） 

妊娠期から乳幼児期までの母子の健康保持増進及び乳幼児、児童の健やかな成長のた

めに、愛着形成と生活リズムの向上を推進し母子保健の充実を図ります。 

また、関係機関との連携体制を強化し、妊娠期から乳幼児期までの切れ目ない支援体

制を構築します。 

 

１ 健全な発育・発達のために母子の愛着形成と生活リズムの向上を推進し、健

康な生活習慣づくりを支援していきます 

（１）妊娠期を迎えるための経済的な支援 

No. 施策・取組 内容 

① 
不妊・不育症治療費 

補助 

妊娠を希望している夫婦への経済的負担の軽減のため

に、一般不妊治療費、特定不妊治療費及び不育症治療費

の補助を継続します。 

不妊・不育症治療を必要とする方が、不妊治療助成の情

報を得ることができるようにするために、広報紙、ホー

ムページ、リーフレットの配布等による情報発信に努め、

制度の利用促進を図ります。 

 

（２）妊娠産褥期の適切な健康管理と支援 

No. 施策・取組 内容 

① 
母子健康手帳の交付と

保健指導 

妊産婦の健康管理と子どもの健やかな成長のために、母

子健康手帳を交付し、妊娠中の健康管理、出産・育児の

ための適切な情報提供と相談支援に努めます。 

妊婦の喫煙・飲酒状況を把握し、喫煙・飲酒の胎児への

影響等について、適切な情報提供に努めます。 

個別に支援を必要とする妊婦に対して継続的に保健指

導の実施に努めます。 

② 

妊産婦健康診査の実施

と適切な受診のための

啓発活動 

★事業 妊婦健康診査 

妊産婦の健康管理と子どもの健やかな成長のために、妊

産婦健康診査や歯科健康診査の費用を一部補助し、適切

な受診の啓発に取り組みます。 

③ 医療機関等との連携 

安全・安心な妊娠出産を目指し、産婦人科医療機関や県

西部保健所、庁内関係機関等と支援の方向を検討し情報

交換をしながら、適切な妊産婦への支援を進めていきま

す。 

医療機関等と連携した産後ケア事業により、支援の必要

な産婦の心身のケア、育児のサポート等を行い、出産後

も安心して子育てができる支援体制を確保します。 
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（３）乳幼児の健全な発育・発達のための支援 

No. 施策・取組 内容 

① 

こんにちは赤ちゃん 

訪問事業 

★事業 乳児家庭全戸訪問事 

業 

生後 4 か月までの乳児のいる家庭の全戸訪問を実施し、

産婦の健康管理のための支援を行うとともに、育児等に

関する様々な不安や悩みを把握し、子育て支援に関する

必要な情報の提供に努めます。 

安心して子育てができるよう、相談機関等の窓口の周知

を図るとともに、支援が必要な産婦や乳児に対して、関

係機関と連携を図り、育児支援を進めます。 

② 
地域における子育て 

支援 

健全な発育・発達を促し、子育ての悩みに対応するため、

保健師・栄養士・歯科衛生士・心理士による相談を実施

します。 

保護者が楽しんで育児に取り組めるように育児支援の

情報を提供し、父親の積極的な育児参加を促します。 

地域において交流の場を設け、健全な発育発達を促すた

めの啓発や育児相談を実施し、子育て支援を進めます。 

③ 
育児教室及び健康教育

等の実施 

乳幼児の年齢に応じた育児教室を開催し、健全な発育発

達を促すための情報の提供に努めます。 

母子愛着の形成及び生活リズム向上を目指し、健康診査

や教室・相談・訪問の機会を通して、必要な情報を提供

します。 

乳幼児揺さぶられ症候群、乳幼児突然死症候群、乳幼児

事故等を予防するため、健康診査や教室・相談・訪問の

機会を通して、必要な情報を提供します。 

④ 乳幼児健康診査の実施 

発育及び発達の節目の時期をとらえ、4 か月児、10 か

月児、1 歳 6 か月児、3 歳児を対象に健康診査を実施し、

子どもが健康でいきいきと成長していくことができるよ

う支援していきます。 

健康診査未受診者に対しての、受診勧奨や状況把握に努

めます。 

生まれつきの難聴をいち早く発見し、早い段階で適切な

療育が受けられるようにするため、新生児聴覚スクリー

ニング検査の費用を補助します。 

⑤ 
親支援教室と乳幼児個

別支援の実施 

幼児健康診査等で支援が必要とされた子どもと保護者

を対象に、親支援教室や訪問・相談等で支援します。 
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No. 施策・取組 内容 

⑥ 
乳幼児の成長発達を促

すための連携支援 

関係機関との連携を図り、疾病や障がいの早期発見に努

め、早期療育に繋げます。 

⑦ 医療機関の情報提供 
保護者に医療機関情報を提供し、かかりつけ医等の普及

に努めます。 

 

（４）健康な生活を送るための生活習慣づくり 

No. 施策・取組 内容 

① 
生活リズム向上の取り

組み 

健全な発育・発達を促し、生活習慣病を予防するために、

「食べて動いてよく寝よう」をテーマに、関係機関と連

携を図りながら、生活リズム向上のための啓発に努めま

す。 

生活習慣病予防の推進のために、保育園や幼稚園等との

連携を図ります。 

② 
年齢に応じた望ましい

食生活の啓発 

年齢や発達段階等に応じた望ましい食習慣の確立のた

めに、具体的な実践方法を啓発します。 

給食を提供する園や学校において、食物アレルギーのあ

る子どもの状態を把握し、適切で安全な給食の提供に努

めます。 

③ 歯科保健の取り組み 

口腔内の疾病予防や口腔機能に関する知識の普及啓発

のために、健康教育やフッ化物の塗布・洗口等の推進に

取り組みます。 

 

（５）感染症対策の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 予防接種事業の実施 
感染症を予防するため、予防接種の啓発に取り組み、接

種率の向上に努めます。 
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行動指針４ 支援を必要とする子どもや保護者へのきめ細かな取組の推進 

支援を必要とする子どもや保護者が、自らの権利が保障され、生まれ育った環境に左

右されることなく、現在と未来に夢や希望をもって生活を送ることができるよう、子ど

もとその家族の状況に応じた必要かつきめ細やかな支援を行います。 

 

１ 子どもの生命と人権を守る体制を整備していきます 

（１）児童虐待・ＤＶ等の防止対策の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 

総合的な支援体制の 

整備（こども・若者相談

センター） 

児童虐待対応を含め、児童に対する継続的なソーシャル

ワークを行う「市区町村子ども家庭総合支援拠点」の機

能と、DV への対応・中学卒業以降の児童に対する若者

相談を一体的に行い、複雑な要因によるケース等にも総

合的な相談支援ができる運用に努めます。 

② 

妊娠期からの児童虐待

防止対策の実施 

☆母子保健 

虐待の発生を防ぐために、妊娠・出産・育児に不安を抱

えている保護者に対して個別支援を継続して実施してい

きます。また、必要に応じ関係機関との連携に努めます。 

③ 
要保護児童等対策 

協議会の機能充実 

要保護児童等対策協議会の充実を図り、各関係機関との

連携強化に努めていきます。また、支援が必要な子ども

に対しては、再発防止に向けた継続的な支援に努めてい

きます。 

④ 
専門性を有した人材の

配置・育成の推進 

相談・訪問対応強化や関係機関との連携強化のため専門

職（教員・保健師・保育士等）を配置し対応力を高める

とともに、人材の育成にも努めていきます。 

⑤ 
児童虐待防止の啓発 

活動 

虐待通報義務についての啓発を進め、早期発見・早期対

応・未然防止の取り組みがより確かに行われる地域づく

りに努めていきます。（オレンジリボン運動） 

 

（２）養育困難な状況を支える育児支援の充実 

No. 施策・取組 内容 

① 

養育支援が必要な家庭

の継続的支援 

★事業 養育支援訪問事業 

養育支援が必要な家庭に対して、養育支援訪問員等によ

る指導・助言を行い、当該家庭が適切に養育できるよう

にしていきます。 

② 

ショートステイ事業の

実施 

★事業 子育て短期支援事業 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受け

ることが一時的に困難となった児童を預かることによっ

て、子育て家庭を支えていく体制を整備していきます。 
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（３）子どもの人権を守る意識の浸透 

No. 施策・取組 内容 

① 
地域での人権意識向上

のための取り組み 

地域の大人が、子どもの人権や幼児・児童・青少年の育

成のために果たすべき役割について考えを深める機会の

提供に努めていきます。 

② 人権教育の取り組み 

学校・園において人権教育を総合的に推進し、自他を尊

重し、互いに支え合いながら生活する「共生」の意識を

醸成していきます。 

 

 

２ すべての子どもが夢と希望をもつことができる環境をつくっていきます （子どもの貧困対策）  

 
（１）教育の支援 

No. 施策・取組 内容 

① 
スクールソーシャルワ

ーカーの配置 

 子どもや保護者の学校生活・養育等における不安や悩み

を解消するためにスクールソーシャルワーカーを配置

し、福祉的な視点で子どもの健全な成長を支援します。 

② 学習チャレンジ事業 

生活保護受給世帯やひとり親家庭の子どもを対象に、学

習の場の提供や教育相談を行うことにより、高校への進

学を後押しし、将来の自立促進に向けた支援を行います。 

③ 就学援助費の支給 
経済的理由によって小中学校での就学が困難な子ども

の保護者に対し、学用品や経費の一部を補助します。 

④ 
実費徴収に係る補足給

付を行う事業 

保護者の所得に応じ、教育・保育施設の日用品・文房具

など必要な物品の購入に要する費用や、行事への参加に

要する費用などの実費負担について補助を行います。 

 

（２）生活の支援 

No. 施策・取組 内容 

① 
生活困窮者自立支援事

業 

生活困窮者の様々な相談に応じ、必要な情報提供や助言

等の支援を一体的に行うことで、生活困窮者の社会的・

経済的な自立を促進します。 

 

（３）保護者の就労支援 

No. 施策・取組 内容 

① 
生活困窮者就労準備支

援事業 

不安を抱え、直ちに就労することが難しい状態にある方

に対して、それぞれの状況に応じた就労準備支援メニュ

ーで就労に向けた自立をサポートします。 

② 
高等職業訓練促進給付

金等事業 

母子家庭の母及び父子家庭の父が就職に有利な資格を

取得するため養成機関で1年以上のカリキュラムを修業

している場合に、毎月訓練促進給付金を、卒業後に修了

支援給付金を支給します。 
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③ 
自立支援教育訓練給付

金 

母子家庭の母及び父子家庭の父が就職につながる能力

開発のために受講した教育訓練講座の入学料及び受講料

の一部を支給します。 

 

（４）経済的な支援 

No. 施策・取組 内容 

① 児童扶養手当の支給 
離別や死別などにより、ひとり親家庭になった方に手当

を支給します。 

② 
母子家庭等医療費の助

成 

ひとり親家庭の経済的負担の軽減のために、医療費を助

成していきます。 

③ 
ひとり親家庭子育てサ

ポート事業 

児童扶養手当の受給者が、病後児・延長・休日保育事業、

ファミリーサポートセンター事業を利用した場合に利用

料の一部を助成します。 

④ 
関係機関と連携した支

援 

母子・父子・寡婦福祉資金や JR の通勤定期乗車券の割

引など、県や関係機関と連携した支援を行います。 

 

 

３  一人一人の成長をよく見つめ、個性を大切にする発達支援を実現していきます 

（１）乳幼児期からの早期の的確な支援の充実 

No. 施策・取組 内容 

① 

乳幼児健康診査時にお

ける専門職による相談 

☆母子保健 

各種健康診査時に専門職に相談する機会を設け、発達障

がいが疑われる場合には、早期に支援を進めることがで

きるようにします。 

② 
磐田市発達支援センタ

ーの機能の強化 

検査、支援の必要性を考慮したうえで、ニーズに見合う

ように発達支援センターの専門職員を配置し、早期に支

援体制が整うようにします。 

③ 
医療的ケアが必要な児

童への支援 

医療的ケアが必要な児童が必要なサービスを受けられ

るよう支援体制の整備を進めます。 

 

（２）切れ目のない発達支援体制の充実 

No. 施策・取組 内容 

① 障害児通所支援事業 
身近な地域での生活を支援する通所サービス、相談支援

に対して給付を行います。 

② 
就労支援までの一貫し

た発達支援体制の整備 

児童発達支援から就労支援までの一貫した支援体制を

整備します。 

児童発達支援センター、磐田市発達支援センター、関係

機関等が連携した地域における発達支援ネットワークの

構築を促進していきます。 
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No. 施策・取組 内容 

③ 
ライフステージに応じ

た相談支援 

発達支援センターの来所相談・巡回相談、保健師による

相談、保育園等訪問支援、障害児相談支援事業、教育相

談など、どのライフステージにおいても相談できる窓口

を整備します。 

 

（３）幼稚園、保育園、認定こども園、小中学校における特別支援の充実 

No. 施策・取組 内容 

① 
各園や各学校における

特別支援体制の確立 

発達障がいを含むすべての障がいのある園児・児童の実

態を的確にとらえ、個別の指導計画、教育支援計画を作

成して活用するとともに、関係機関との連携により必要

な支援を行っていきます。 

② 

職員研修の充実と職員

への専門機関による支

援 

校内・園内における職員研修の充実をはかるために、専

門機関・専門職員が計画的に研修の支援を推進します。 

幼稚園、保育園、認定こども園及び小中学校と発達支援

センターとの連携を強固なものとし、巡回相談が適切か

つ有効な支援の機能を果たせるようにしていきます。 

 

（４）支援者等の専門性の向上 

No. 施策・取組 内容 

① 
発達支援研修の計画的

実施 

関係機関の職員や支援者の課題を把握し、現場で活かせ

る研修を計画的に実施していきます。 

② 
発達支援ハンドブック

の活用 

「発達支援ハンドブック」を幼稚園、保育園、認定こど

も園及び小中学校の職員や発達支援に関わる職員が日常

の教育・保育において有効に活用することによって、子

どもが必要な支援を受けられるようにしていきます。 

 

 

４ 子どもの成長発達に関する知識を広く家庭・地域に浸透させていきます 

（１）保護者・子育て家庭への啓発の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 
保護者対象の支援講座

の実施 

不安や悩みをもつ保護者を含め、発達支援に関心のある

保護者を対象に、子どもへの対応方法などを学ぶととも

に孤立感の軽減となる講座を開催します。 

② 
成長・発達に関する 

知識の普及 

乳幼児健康診査や乳幼児教室、家庭訪問等の機会をとら

え、専門的な知識のある職員が発達に関する相談に応じ

たり、知識を伝えたりしていくことに努めます。 
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（２）地域・社会への啓発の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 
知識啓発のための 

講演会の企画 

発達障がいについての理解を広めるため、一般市民向け

の講演会を開催します。 

② 
発達支援に関する情報

提供 

発達障がいについての理解を広めていくために、障がい

の表れや適切な対応をリーフレット等にまとめ、発達障

がいに関する情報提供に努めます。 

 

 

５ 外国につながる子どもへの支援を充実させます 

（１）教育環境の整備 

No. 施策・取組 内容 

① 

児童・生徒数の増加・ 

多国籍化に対応した支

援体制の整備 

初期支援教室や園・学校に外国人相談員を配置または派

遣することにより、外国につながる児童をサポートして

いきます。また、学校と多文化交流センターの連携を深

めていきます。 

② 
多文化交流センター等

による支援 

小中学校と連携し、多文化交流センター等おいて、外国

人の子どもが自立した生活を送れるよう学習支援を行い

ます。 

 

（２）保護者への情報提供 

No. 施策・取組 内容 

① 
相談窓口への通訳の 

配置 

こども部窓口やにこっと、園などの相談窓口に通訳を配

置し、保護者への情報提供に努めます。 

② 
子育てアプリによる 

情報提供 

子育て支援を目的とした様々な取り組みを多言語版子

育てアプリにより発信し、いつでも保護者が情報を得る

ことができるようにします。 
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行動指針５ 健やかな成長を目指す乳幼児期から中学校までの保育・教育の充実 

社会において自立的に生きる基礎を培うために、学校、園、地域が連携し、子どもの

豊かで健全な心身と確かな学力を育てる質の高い保育・教育を実践します。 

 

１ 乳幼児期における質の高い教育・保育を実現していきます 

（１）教育・保育の確かな基盤づくり 

No. 施策・取組 内容 

① 職員研修の充実 
乳幼児理解、教育課程、保育課程、コンプライアンス等、

多様な視点から研修を充実させていきます。 

② 教育・保育の評価の実施 
教育・保育の質を高めていくために、各園が適切に評価

を行い、教育・保育の改善に努めていきます。 

③ 
各園の教育・保育環境の

研究・改善 

乳幼児が興味・関心をもち生き生きと活動できるように

するために、教育・保育環境の研究・改善に努めていき

ます。 

 

（２）教育・保育の質を高める保育園、幼稚園、認定こども園の連携推進 

No. 施策・取組 内容 

① 合同研修の実施 
各園の職員が互いに保育実践を公開し合い、よりよい保

育の在り方を追求していきます。 

② 相互体験実習の実施 
各園の体験実習を計画的に実施し、職員の専門性の向上

を図っていきます。 

 

 

２ 生きる力を育む小中学校教育を地域とともに推進していきます 

（１）学力の育成を図る基盤づくり 

No. 施策・取組 内容 

① 小中一貫教育の充実 

学府（各中学校区）において小中学校の９年間を見通し、

小中共通の目標、カリキュラム、指導方法等を考え、小

中協働による教育を進めます。 

② 教職員の研修の充実 
多様な視点で教職員研修の充実を図り、教育の質の向上

を実現します。 

③ 学校評価の実施 
各学校が適切に学校評価を実施し、教育活動や学校運営

について、組織的かつ継続的に改善を図っていきます。 

④ 
学校運営協議会の設置 
（コミュニティースク
ール推進） 

地域とともにある学校づくりを推進していくために、全

小中学校に学校運営協議会を設置し、推進していきます。 

⑤ 教育機器の適切な配備 

小中学校において、大型モニター、書画カメラ、パソコ

ン・タブレット端末等の整備を拡充し、子どもの興味関

心を引き出す授業を目指していきます。 
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（２）自他の権利を大切にする教育の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 
自他を重んずる心を育

てる教育活動 

道徳の時間を中心に、教育活動全体を通じて自他を重ん

ずる心を育てる教育を行っていきます。 

② 
男女共同参画意識を高

める教育活動 

男女が性別により差別されることなく、共に個性と能力

を十分発揮できるよう、個人の権利を尊重する教育活動

の充実に取り組んでいきます。 

③ 
豊かな心を育む体験学

習 

体験学習を効果的に導入し、確かな知識を獲得するとと

もに、様々な価値に触れる中で、感じたり、考えたり、

喜びを味わったりできるようにし、豊かな心を育んでい

きます。 

 

（３）子どもの心を支えるための学校と専門機関における相談体制づくり 

No. 施策・取組 内容 

① 心の教室相談員の配置 

一時的に学校生活に適応できない小学生と中学生を支

援するために、心の教室相談員を配置し相談に応じてい

きます。 

② 
教育支援センターによ

る相談活動の実施 

一時的に登校できなくなった小学生と中学生の支援の

ために、教育支援センターの機能の充実に努め相談に応

じていきます。 

 

 

３ 園児、小学生、中学生の成長・発達を連続的にとらえ、各園、各学校及び地

域の連携による教育・保育を推進していきます 

（１）地域を生かした体験学習の充実 

No. 施策・取組 内容 

① 
伝統行事を後世に伝え

ていく機会の設定 

地域の歴史や伝統行事を学ぶことをとおして、地域のよ

さを知り、それらを守り伝えようとする気持ちを育んで

いきます。 

② 
子どもたちと地域高齢

者との交流の場の設定 

保育園・幼稚園・認定こども園・小中学校と地域組織や

地域施設が連携し、子どもたちと高齢者との交流の場を

作っていきます。 

③ 
子どもたちの地域活動

参加を促す働きかけ 

子どもたちが地域活動へ積極的に参加していくよう、各

園・各学校から働きかけていきます。 
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（２）共に楽しむ交流活動の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 
中学生と園児との交流

体験の実施 

日常的な教育活動において、中学生と園児との交流活動

を進めていきます。 

② 
小学生と園児との相互

交流活動の実施 

それぞれの教育・保育のねらいの達成のために、小学生

と園児が活動の場を共有し、交流を深められるようにし

ていきます。 

 

（３）幼稚園・保育園・認定こども園と小学校の円滑な連携・接続の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 
各園と小学校の円滑な

連携・接続の取り組み 

公私立の幼稚園・保育園・認定こども園と小学校の職員

による合同研修会を継続し、接続期の教育・保育の在り

方を追求し、子どもの成長の機会を保障していきます。 

② 

生活環境の変化に関す

る理解を促す保護者へ

の働きかけ 

公私立の幼稚園・保育園・認定こども園、小学校それぞ

れが、子どもたちが環境の変化を成長の機会としていけ

るように、子どもの生活環境が変わることについての理

解を促す保護者への働きかけに努めていきます。 

 

 

４ 園児、小学生、中学生が心身ともに健やかに成長できるよう支援していきます 

（１）適切な生活習慣の定着を図る健康教育の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 健康教育の取り組み 
健康の保持増進のための教育を各園、各学校において、

発達段階を考慮し計画的に進めていきます。 

② 
健康被害防止のための

教育の取り組み 

小学校高学年、中学校においては薬物乱用、飲酒・喫煙

防止の教育の充実を図ります。 

③ 食育の取り組み 
各円、各学校において、「食生活」についての関心を高

め、知識を広めるための取り組みを進めていきます。 

 

（２）地域における触れ合いの場の充実 

No. 施策・取組 内容 

① 
スポーツに関するイベ

ント・教室等の実施 

運動を楽しみながら親子、子どもたち同士が触れ合いを

深める機会を提供していきます。 
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（３）小学生及び中学生の健全育成を図る思春期における教育の充実 

No. 施策・取組 内容 

① 

小中学校ふれあい体験

講座等の実施 

☆母子保健 

命の大切さや妊娠・出産について考える機会として、小

中学生と乳幼児（赤ちゃん）が触れ合う場の提供をしま

す。 

② 
中学校における性体験

に関する指導の実施 

性体験の危険性を含む、性に関する正しい知識を習得で

きる性教育の充実を図っていきます。 

③ 
小中学校におけるキャ

リア教育の取り組み 

意思決定を繰り返しながら成長し、自らの目指す姿を実

現していく力（キャリア発達にかかわる力）が育つよう

に、各学校において到達目標とそれを具体化した教育プ

ログラムを定め、具体的な教育活動の改善につなげてい

きます。 

 

 

行動指針６ 子育てに適した人に優しく温もりのあるまちを創るための環境の整備・改善 

安心して子育てができる、人に優しく温もりのあるまちにするために、道路・交通環

境、地域環境、防犯体制等の改善・整備に努めます。 

 

１ 子ども同士、また親子が、安心して過ごし触れ合いを深められる環境や機会

（場）を確保していきます 

（１）子育て・保育のための園庭の整備・活用の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 
園庭開放の拡充による

子育て支援 

地域の未就園児の親子を対象とした平日午後の園庭開

放を拡充により、子育て環境を充実させていきます。 

② 
充実した保育のための 

園庭環境の研究 

園児が主体的に活動する保育を展開するための園庭環

境を研究していきます。 

 

（２）公園整備及び美化活動の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 
利用者の声を反映させ

た公園整備 

ワークショップを開催し利用者が使いやすい公園を整

備していきます。 

② 
親子が使いやすい環境

の整備 

改修の必要性を判断し、順次計画的に対応していきま

す。 

③ 
地域住民が使用する公

園の管理 

まち美化パートナー（地域美化のための住民の協力）に

よる公園の管理を実施していきます。 
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（３）自然を体感できる環境整備の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 自然環境保全 
周りにある豊かな自然環境を市民全体で保全していけ

るように取り組みを進めていきます。 

② 
自然とふれあう機会の

提供 

自然の中で遊ぶ機会が得られにくい現状を踏まえ、自然

体験教室、自然観察、ウォーキングなど、地域のイベン

トなどを通じ、自然と触れ合う機会を提供していきます。 

 

 

２ 子どもを見守り育てる安全・安心な社会環境を整備していきます 

（１）有害環境排除の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 地域パトロールの実施 
夏休み等の長期休業中期間を中心に、地域住民等の協力

を得て地域パトロールを実施していきます。 

② 
規制に基づく指導の 

強化 

ゲームセンター等遊戯施設の出店について、都市計画法

の規制に基づき指導をしていきます。 

 

（２）安全を守る防犯体制の強化の促進 

No. 施策・取組 内容 

① 防犯パトロールの実施 
自治会の協力により、地域でのパトロールを行い、子ど

もが巻き込まれる犯罪を防止していきます。 

② 不審者情報の伝達 
「いわたホッとライン」を活用し、不審者の情報を家

庭・地域へ配信します。 

③ 
街灯・防犯灯の設置及び

点灯の働きかけ 

夕方以降の子どもたちの安全確保のために、街灯・防犯

灯の設置に努めるとともに、家庭での玄関灯の点灯を働

きかけていきます。 

④ 
「こども１１０番の家」

普及のための啓発活動 

地域に呼びかけ、「こども 110 番の家」参加家庭の増加

を図り、登下校時の子どもの安全確保に努めます。 

 

（３）住みやすい地域環境整備の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 
自然と調和した住宅地

の整備 
地区計画制度の活用に努めていきます。 

② 
景観、屋外広告物配慮等

の取り組み 

景観法・屋外広告物法の規制に基づき指導をしていきま

す。 
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（４）安全・安心な道路交通環境整備の推進 

No. 施策・取組 内容 

① 道路整備事業の実施 
子どもやベビーカーを押す人のことを考え、段差の解消

を段階的に進めていきます。 

② 
交通事故多発箇所の改

良 

歩行者の多い道路を中心に、交通事故の多い交差点の改

良に取り組んでいきます。 

③ 
事故防止対策の取り組

み 

ドライバーに対し安全運転を啓発していきます。 

保護者へチャイルドシートの着用を啓発していきます。 

④ 
通学路の安全確認・安全

確保 

通学路の合同点検を実施し、安全が確保されているか確

認し、学校・地域において危険回避のための指導を実施

します。 

また、安全確保のための整備作業を計画的に進めていき

ます。 
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行動指針７ 子育てに向き合うことができる就労環境及び家庭生活の実現 

男性も女性も子育てに向き合えるようにするため、仕事と家庭生活を両立できる就労

環境の実現を企業と家庭に働きかけていきます。 

 

１ 企業等が仕事と子育てを両立できる就労環境を整備できるよう支援していきます 

（１）就労環境改善の促進 

No. 施策・取組 内容 

① 
育児休業等の各種制度

に関する情報提供 

育児休業をはじめ、育児のための休暇制度を利用しやす

い環境を整えていくために企業に必要な情報を提供して

いきます。 

② 
柔軟な勤務体制に関す

る情報提供 

就業時間の調整による残業時間の短縮、フレックスタイ

ムや在宅勤務の導入など、子育てがしやすい環境を整え

るための情報を企業に提供していきます。 

③ 
職場復帰と再雇用の啓

発活動 

出産や育児で退職した者が、職場に復帰できる制度や新

たに再雇用される制度の導入を啓発していきます。 

 

（２）ワークライフバランス定着の促進 

No. 施策・取組 内容 

① 企業等への啓発活動 
ワークライフバランスを意識する企業等を増やしてい

くよう、その浸透のための啓発活動を進めていきます。 

② 勤労者への情報提供 
勤労者がワークライフバランスの意識をもつよう、労働

団体等を通じて情報提供をしていきます。 

 

 

２ 家庭生活と働き方を見つめ、子育てや家庭での生活を大切にする意識をもっ

てもらえるよう働きかけていきます 

（１）家庭生活と仕事の両立を実現する意識の向上 

No. 施策・取組 内容 

① 家庭への啓発活動 
各家庭がワークライフバランスの意識を高めていくよ

う、啓発活動を検討し進めていきます。 

② 子育て講座の実施 

男性、女性の別なく、保護者を対象とした子育て公開講

座への参加を呼びかけ、家庭において子育てを大切にす

る意識の向上を目指していきます。 

③ 
家庭内における男女共

同参画意識の啓発活動 

男女共同参画の基本理念に根差し、男女が協力して家庭

内の役割を果たしていく意識を高めていくよう、啓発活

動を検討し進めていきます。 

 

 



54 

第５章 計画の目標値等 
 

 

１ 磐田市の将来の人口推計 

 

今回の子ども・子育て支援事業計画策定にあたり、市の将来人口の推計を行いました。

推計は幼稚園、保育園の各学年の人数を求める必要があること、また子ども・子育て支 

援事業計画は５年間の計画期間であること、そして本市では特殊な人口変動が少ないと予

想されることから、住民基本台帳の男女各歳別人口を基に、１歳ごとの男女別人口を求め

るコーホート変化率※法によって推計しています。 

 

 

 

※コーホート変化率：コーホート（cohort）とは、同年（又は同時期）に出生した集団の事を指し、コ

ーホート変化率法とは、各コーホートについて過去における実績人口の動態から

「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法 

 

 

 

  

年齢別将来人口

（繰り返し行う）（繰り返し行う）

令和n+1年の男性人口 令和n+1年の女性人口

15～49歳の

女性人口実績

15～49歳の

女性の出生数実績

推計出生率

推計出生数

推計0歳人口

令和n年の男性人口 令和n年の女性人口

男性人口実績

男性人口の変化率

女性人口実績

女性人口の変化率
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①－１ 人口推計 
 

本市の人口は、本計画最終年

の令和６年度は166,864人に

なると予想されます。 

年齢 3 区分別にみると年少

人口（０歳～14 歳）について

は令和２年度以降、減少してい

く見込みとなっており、令和 6

年度では 20,636 人となりま

す。 

また、老年人口（65 歳以上）

は令和２年度以降増加していく

見込みとなっており、令和 6 年

度では 49,015 となります。 

生産年齢人口（15 歳～64 歳）

は年少人口と同様に令和２年度

以降、減少していく見込みとな

っており、令和６年度では

97,213 人となります。 

 

 

 

①－２ 年齢 3 区分別推計人口割合 
 

 

年齢３区分別推計人口割合を

見ると、年少人口（０歳～14

歳）と生産年齢人口（15 歳～

64 歳）の割合は少しずつ低下

していき、令和６年度では年少

人口割合が 12.4％、生産年齢

人口割合が 58.3％となります。 

一方で老年人口（65 歳以上）

の割合は、令和２年度以降は上

昇を続け、令和６年度では

29.4％となります。 
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総計
169,304 168,808 168,229 167,572 166,864

12.4

12.5

12.8

13.0

13.1

58.3

58.4

58.4

58.5

58.7

29.4

29.1

28.8

28.6

28.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

令和６年度

令和５年度

令和４年度

令和３年度

令和２年度

（％）
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（65歳以上）



56 

②－１ 児童人口推計 
 

0 歳～11 歳の児童人口は、

令和 2 年度以降減少を続け、本

計画最終年の令和 6 年度は

15,826 人になると予想され

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

②－２ 0 歳～5 歳児童の推計 

 

出生数の減少に伴い、０歳～

5 歳児童は、令和２年度以降減

少していくと予想され、本計画

最終年の令和 6 年度では

7,112 人になると予想されま

す。 

 

 

 

 

 

②－３ ６歳～11 歳児童の推計 
 

６歳～11 歳児童は、令和２

年度以降減少していくと予想

され、本計画最終年の令和 6 年

度では 8,714 人になると予想

されます。 

 

  

3,695 3,619 3,554 3,464 3,376

4,321 4,169 4,012 3,812 3,736

4,517 4,479 4,352 4,365 4,213

4,781 4,753 4,679 4,539 4,501

17,314 17,020 16,597 16,180 15,826
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（人）

0～2歳 3～5歳 小学校低学年 小学校高学年

1,174 1,151 1,115 1,086 1,067

1,229 1,223 1,200 1,162 1,131

1,292 1,245 1,239 1,216 1,178

1,449 1,302 1,255 1,249 1,226

1,413
1,449 1,303 1,256 1,250

1,459
1,418

1,454
1,307 1,260

8,016
7,788
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7,276 7,112
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1,449 1,467 1,426 1,462 1,315

1,556 1,452 1,470 1,429 1,465

1,512 1,560 1,456 1,474 1,433

1,597 1,513 1,561 1,457 1,475

1,635 1,597 1,513 1,561 1,457

1,549 1,643 1,605 1,521 1,569

9,298 9,232 9,031 8,904 8,714
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２ 教育保育・提供区域の設定 

 

第一期計画時では３つの教育・保育の提供区域を設定していました。 

第二期計画策定にあたって、本市の地理的状況や人口、その他社会的条件、第一期計画

期間中の本市の取り組み状況等を勘案した結果、教育・保育事業においては引き続き 3 つ

の提供区域とし、地域子ども・子育て支援事業においても、本市全域を１つの区域とする

こととしました。  

  

 

１）教育・保育の実施区域  

⇒ 提供区域 A、提供区域 B、提供区域 C の、3 つの提供区域とします。  

  

提供区域Ａ： 城山中校区、磐田第一中校区、豊田南中校区、神明中校区 

提供区域Ｂ： 福田中校区、南部中校区、竜洋中校区 

提供区域Ｃ： 向陽中校区、豊田中校区、豊岡中校区 

 

 

２）地域子ども・子育て支援事業の実施区域  

⇒ 本市全域を１つの区域とします。  
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３ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」の考え方  

 

子ども・子育て支援新制度では、子ども・子育て支援法に基づき、教育・保育及び地域

子ども・子育て支援事業について、5 年間の「量の見込み」（利用に関するニ－ズ量）及び

「確保方策」（量の見込みに対応する確保量と実施時期）を定めることとなっています。 

本市では、国が示す基本指針や「量の見込み」の算出等のための手引きに基づき、平成

30 年度に実施した「磐田市子ども・子育て支援事業計画策定のためのアンケ－ト」の結

果や推計児童数、各事業の利用実績等を踏まえ、認定区分や提供区域単位で量の見込みを

算出するとともに、それに対応するための確保方策を定めます。 

 

① 教育・保育に関する施設 

確保方策に関する施設は以下のとおりです。 

 

  〇幼稚園 

   3 歳から小学校入学までの幼児に対して教育・保育を行う施設です。 

 

  〇保育園 

   就労などのため家庭で保育のできない保護者に代わって教育・保育を行う施設です。 

 

  〇認定こども園 

   幼稚園と保育園の機能や特徴を併せ持つ施設です。市内には、幼保連携型や幼稚園 

型があります。 

 

  〇地域型保育事業 

   保育園より少人数の単位で、保育が必要な 3 歳未満の子どもを保育する事業です。 

   市内には、小規模保育や事業所内保育があります。 

 

  〇認可外保育施設 

   児童福祉法に基づく県知事などの認可を受けていない保育施設です。児童を保育す

るのにふさわしい内容や環境を確保しているかを確認するため、原則として県が年 1

回以上の立入調査を実施しており、市も同行しています。 

また、企業が従業員の働き方に応じた柔軟な保育サ－ビスを提供するために設置し、

国が助成を行う企業主導型保育事業があります。従業員の子ども以外の子どもを受け

入れる地域枠を設置することができます。 

（確保方策においては、県の立入調査結果により問題がないと判断された施設の地

域枠分とします。） 
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② 地域子ども・子育て支援事業 

   

子ども・子育て支援法上の事業名 本市事業 

(1) 利用者支援事業 
 身近な相談窓口の整備・運営 

（こども・若者相談センター、にこっと等） 

(2) 地域子育て支援拠点事業  子育て支援センター運営事業 

(3) 妊婦健康診査  妊婦健康診査 

(4) 乳児家庭全戸訪問事業  こんにちは赤ちゃん訪問事業 

(5) 養育支援訪問事業  養育支援訪問員等による支援 

(6) 子育て短期支援事業  ショートステイ事業 

(7) 子育て援助活動支援事業  ファミリー・サポ－ト・センター事業 

(8) 一時預かり事業 
 保育園・認定こども園等での一時預かり事業 

 幼稚園での預かり保育事業 

(9) 延長保育事業  保育園・認定こども園での延長保育事業 

(10) 病児保育事業  病後児保育事業 

(11) 放課後児童健全育成事業  放課後児童クラブの整備・運営 

 

 ＊地域子ども・子育て支援事業のうち「実費徴収に係る補足給付を行う事業」、「多様な

事業者の参入促進・能力活用事業」は、量の見込み等を作成する事業からは対象外と

なっています。 

 ＊この他、放課後子ども教室推進事業について、今後の方向性を示します。 
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単位：人 

単位：人 

４ 幼児期の教育・保育量の見込みと提供体制の確保 

 

①教育ニーズ：１号認定 
 

教育を必要とする 1 号認定の量の見込み及び確保の方策は、過去の需要なども踏まえる

と、おおむね以下のように推移すると予想されます。 

 

 

 

 

 

②保育ニーズ：２号認定 
 

保育を必要とする 2 号認定の量の見込み及び確保の方策は、過去の需要なども踏まえる

と、おおむね以下のように推移すると予想されます。 

 

 

 

  

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

1,855 1,789 1,721 1,636 1,603

3,814 3,779 3,709 3,709 3,709

1,959 1,990 1,988 2,073 2,106

①量の見込み

②確保の方策

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

2,009 2,022 1,945 1,848 1,812

2,012 2,031 1,977 1,977 1,977

3 9 32 129 165差（②－①）

①量の見込み

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

②確保の方策
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単位：人 

単位：人 

単位：人 

③保育ニーズ：３号認定 
 

３号認定の量の見込み及び確保の方策は、過去の需要なども踏まえると、おおむね以下

のように推移すると予想されます。 

 

 

 

 

③－１：０歳児 

 

３号認定のうち、０歳児の量の見込み及び確保の方策は、過去の需要なども踏まえると、

おおむね以下のように推移すると予想されます。 

 

 

 

 

③－２：１・２歳児 
 

３号認定のうち、１・２歳児の量の見込み及び確保の方策は、過去の需要なども踏まえ

ると、おおむね以下のように推移すると予想されます。 

 

 

 

  

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

1,487 1,545 1,595 1,595 1,595

1,487 1,545 1,595 1,595 1,595

0 0 0 0 0

①量の見込み

②確保の方策

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

354 364 386 386 386

354 364 386 386 386

0 0 0 0 0

①量の見込み

②確保の方策

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

1,133 1,181 1,209 1,209 1,209

1,133 1,181 1,209 1,209 1,209

0 0 0 0 0

②確保の方策

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

①量の見込み
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単位：人回 

単位：箇所 

５ 子ども・子育て支援事業の見込みと提供体制の確保 

 

①利用者支援事業 
 

【概要】 

子育て家庭や妊産婦が、幼児教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保健・

医療・福祉等の関係機関を円滑に利用できるように、身近な場所での相談や情報提供、

助言等必要な支援を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業です。 

本市では、こども・若者相談センター、にこっと、子育て支援センター等にて相談

できる体制を整備していきます。 

 

 

 

 

 

②地域子育て支援拠点（子育て支援センター） 
 

【概要】 

小学校就学前の児童とその保護者が集まり、一緒に遊びながら交流するふれあいの 

場を提供するとともに、子育てに役立つ情報をお知らせするほか、子育てに関する悩 

みについての相談を行います。 

 

【対象者】 

小学校就学前の児童とその保護者となります。 

量の見込みと確保の方策は以下のようになります 

 

 

  

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①量の見込み 11 11 11 11 11

②確保の方策 11 11 11 11 11

0 0 0 0 0差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①量の見込み 54,338 53,273 52,638 52,925 53,387

②確保の方策 54,338 53,273 52,638 52,925 53,387

（施設数） 9

0 0 0 0 0差（②－①）
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単位：人回 

単位：人 

③妊婦健康診査 
 

【概要】 

市が委託した医療機関及び助産所において、妊婦が実施した健康診断について、所 

定の金額を公費負担するサービスで、利用回数は、基本健康診査 14 回等となります。 

 

【対象者】 

市内在住の妊婦が対象となります。 

量の見込みと確保の方策は以下のようになります 

 

 

 

 

④乳児家庭全戸訪問 
 

【概要】 

母子の心身の状況や養育環境等の把握及び助言を行い、子育て支援に関する情報提

供等を行うことにより、乳児家庭が地域社会から孤立することを防ぎ、乳児の健全な

育成環境の確保を図ります。 

 

【対象者】 

生後４ヶ月までの乳児のいる全ての家庭を対象とします。  

量の見込みと確保の方策は以下のようになります 

 

 

 

 

  

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①量の見込み 16,436 16,114 15,610 15,204 14,938

②確保の方策 16,436 16,114 15,610 15,204 14,938

0 0 0 0 0差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①量の見込み 1,174 1,151 1,115 1,086 1,067

②確保の方策 1,174 1,151 1,115 1,086 1,067

0 0 0 0 0差（②－①）
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単位：人 

単位：人日 

⑤養育支援訪問 
 

【概要】 

家庭における安定した養育が実施できるよう、養育について支援が必要な家庭に対

し、訪問による具体的な育児に関する支援を行い、育児上の諸問題の解決・軽減を図

ります。 

 

【対象者】 

子育てに対して不安や孤立感等を抱える保護者、または虐待に至るおそれがある保 

護者等、リスクを抱え支援が必要であると判断される家庭（原則として市内在住者）

を訪問します。 

量の見込みと確保の方策は以下のようになります 

 

 

 

 

⑥子育て短期支援事業（ショートステイ） 
 

【概要】 

保護者が、疾病・疲労など身体上・精神上・環境上の理由により児童の養育が困難 

となった場合等に児童養護施設など保護を適切に行うことができる施設において養 

育・保護を行う事業です。 

 

【対象児童】 

市内在住で 18 歳未満の保護者の疾病や就労の関係で養育を受けることが一時的に

困難になった児童です。 

量の見込みと確保の方策は以下のようになります 

 

   

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①量の見込み 10 10 10 10 10

②確保の方策 10 10 10 10 10

0 0 0 0 0差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①量の見込み 10 10 10 10 10

②確保の方策 10 10 10 10 10

0 0 0 0 0差（②－①）
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単位：人日 

単位：人日 

⑦ファミリー・サポート・センター事業 
 

【概要】 

子どもを預かってほしい市民と、預かることができる市民が、会員として登録し、

会員同士で援助活動を行う事業で、市がこれを援助します。 

 

【対象児童】 

小学校６年生までの児童となります。 

就学児の量の見込みと確保の方策は以下のようになります 

 

 

 

 

⑧一時預かり事業（幼稚園型） 
 

【概要】 

保護者の勤務条件や家庭の事情などにより、施設が定めた通常の利用日及び利用時

間外に保育を必要とする児童に対し、保育を実施する事業です。 

 

【対象児童】 

幼稚園に入所している児童で、施設が定めた通常の利用日及び利用時間外に保育を

必要としている者となります。 

量の見込みと確保の方策は以下のようになります 

 

  

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①量の見込み 3,616 3,545 3,503 3,522 3,553

②確保の方策 3,616 3,545 3,503 3,522 3,553

0 0 0 0 0差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①１号認定 15,769 15,214 14,642 13,914 13,630

②２号認定 44,485 42,827 41,413 39,256 38,484

③合計 60,254 58,041 56,055 53,170 52,114

④確保の方策

（施設数）

▲ 60,254 ▲ 58,041 ▲ 56,055 ▲ 53,170 ▲ 52,114

量

の

見

込

み

確

保

方

策

差（④－③）
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単位：人 

単位：人日 

⑨一時預かり事業（幼稚園型を除く） 
 

【概要】 

通常保育の対象とならない児童で、保護者の病気や入院・育児疲れ・冠婚葬祭等に

より家庭での保育が困難な児童に対する保育になります。 

 

【対象児童】 

市内に住所のある小学校就学前で保育園未入所の児童となります。 

量の見込みと確保の方策は以下のようになります 

 

 

 

 

⑩延長保育事業（時間外保育事業） 
 

【概要】 

保護者の勤務条件や家庭の事情などにより、施設が定めた通常保育時間外に保育を

必要とする児童に対し、保育を実施する事業になります。 

 

【対象児童】 

保育園に入所している児童で、通常保育時間外の保育を必要としている児童となり 

ます。 

量の見込みと確保の方策は以下のようになります 

 

 

 

  

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①量の見込み 45,663 44,471 43,345 41,830 40,855

②確保の方策

（施設数）

▲ 45,663 ▲ 44,471 ▲ 43,345 ▲ 41,830 ▲ 40,855差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①量の見込み 773 750 730 702 686

②確保の方策

（施設数）

▲ 773 ▲ 750 ▲ 730 ▲ 702 ▲ 686差（②－①）
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単位：人 

単位：人日 

⑪病児保育・病後児保育 
 

【概要】 

保護者の子育てと就労の両立を支援するため、ケガや病気のお子さんを一時的に専

門施設においてお預かりする事業です。 

 

【対象児童】 

本市に住所のある乳幼児、小学校に就学している児童及び本市の保育園、若しくは

認定こども園に通園している乳幼児であって、当面症状の急変は認められないが、病

気の回復期に至っていない又はケガや病気の回復期にあり、集団保育が困難で、保護

者の勤務等やむを得ない事由により家庭による保育が困難な児童となります。 

量の見込みと確保の方策は以下のようになります 

 

 

 

 

⑫放課後児童クラブ 
 

【概要】 

小学校の授業終了後や春休み、夏休み、冬休みの期間中等に、保護者が仕事などに

より昼間家庭にいない児童に適切な遊びや生活の場を与えて児童の健全育成を図り、

子育て支援を推進します。 

 

【対象児童】 

原則として小学１～６年生の児童を対象としますが、学区によって定員があります。 

量の見込みと確保の方策は以下のようになります 

 

 

   

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①量の見込み 7,501 7,287 7,081 6,809 6,656

②確保の方策

▲ 7,501 ▲ 7,287 ▲ 7,081 ▲ 6,809 ▲ 6,656差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①小学校低学年 1,349 1,434 1,486 1,577 1,608

②小学校高学年 300 329 372 399 441

③合計 1,649 1,763 1,858 1,976 2,049

④確保の方策 1,716 1,771 1,891 2,011 2,091

（施設数） 51 52 55 58 60

67 8 33 35 42

量

の

見

込

み

確

保

方

策

差（④－③）
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単位：校 

⑬放課後子ども教室推進事業 
 

【概要】 

市内の小学校において、放課後等に小学校の余裕教室等を活用して、地域の方々の

参画を得て、児童とともに勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動を行い

ます。 

 

【対象児童】 

市内小学校に通う６年生までの児童です。 

確保の方策は以下のようになります 

 

 

 

 

 

⑭実費徴収に係る補足給付を行う事業 
 

【事業概要】 

・教育・保育給付認定保護者に対する日用品・文房具等に要する費用の補助 

  低所得で生計が困難である保護者に対し、日用品・文房具その他必要な物品の購入 

に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事業です。 

 

・施設等利用給付認定保護者に対する副食材料費に要する費用の補助 

  未移行幼稚園に通う子どものうち、世帯の所得の状況その他の事情を勘案して、市 

が定める基準に該当する保護者に対し、副食費実費徴収額の一部を助成する事業です。 

   

＊この事業は量の見込み・確保方策を定めない事業です。 

 

 

⑮多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 
 

【事業概要】 

特定教育・保育施設への民間事業者の参入の促進の調査研究、多様な事業者の能力

を活用した特定教育・保育施設等への設置、運営を促進するための事業です。 

 

＊この事業は量の見込み・確保方策を定めない事業です。 

 

  

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

①量の見込み 14 14 14 14 14

②確保の方策 14 14 14 14 14

0 0 0 0 0差（②－①）
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第６章 計画推進に向けて 
 

 

１ 事業計画の周知 

 

女性が安心して子どもを産み、子どもたちが、よりよい環境の中で健やかに育っていく

「子育てのまち磐田」をつくっていくために、事業計画を着実に推進していきます。 

事業計画を推進するにあたっては、子育て家庭、子育てを支援していく地域、関係機関、

関係団体等への周知を図るとともに、広く市民に向け広報活動を積極的に進めていきます。 

 

  

幼稚園 

保育園 

認定こども園 

磐田市子ども・子育て支援事業計画に示す各事業の内容 

 

 

市担当各課 子育て応援サイト 広報紙 

子ども・子育て家庭 

小中学校 

地 域 

関係諸団体 

関係機関 
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２ 事業の評価と行動計画の見直し 

 

事業計画に定められた各事業については、年度ごとに、関係各課において 1 年の取り組

みを点検・評価し、主管課のこども未来課がその結果を集約していきます。 

事業ごとの評価をもとに、必要に応じて行動計画を見直し、目標達成に努めていきます。 

 

 

３ 磐田市子ども・子育て会議 

 

本事業計画の策定にあたり、子ども・子育て支援法第 77 条第 1 項の規定に基づき条例

により設置した「磐田市子ども・子育て会議」において行動指針、行動計画等を審議して

きました。計画推進にあたっても、同条例に基づき、「磐田市子ども・子育て会議」の意見

を踏まえていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

継続・改善 

 

○磐田市子ども・子育て支援事業計画に基づく市の取り組み 

  ★子ども・子育て支援事業の推進と評価  

  ★「子ども・子育て支援」の実態把握 

磐田市子ども・子育て会議 

 

次年度 事業実施年度 

こども未来課   ★達成状況・進捗の管理 

 



71 

資料編 
 

（１）教育・保育提供区域ごとの教育・保育の量の見込みと確保方策 
 

○提供区域とは 

提供区域Ａ： 城山中校区、磐田第一中校区、豊田南中校区、神明中校区 

提供区域Ｂ： 福田中校区、南部中校区、竜洋中校区 

提供区域Ｃ： 向陽中校区、豊田中校区、豊岡中校区 

 

①教育ニーズ：１号認定 
 

【提供区域 A】 

 

 

【提供区域 B】 

 

 

【提供区域 C】 

 

 

  

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

978 943 907 862 845

2,010 1,992 1,955 1,955 1,955

1,032 1,049 1,048 1,093 1,110

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

②確保の方策

①量の見込み

差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

464 447 430 409 401

954 945 927 927 927

490 498 497 518 526

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

②確保の方策

差（②－①）

①量の見込み

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

414 399 384 365 357

851 843 827 827 827

437 444 443 462 470差（②－①）

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

②確保の方策

①量の見込み
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②保育ニーズ：２号認定 
 

【提供区域 A】 

 

 

【提供区域 B】 

 

 

【提供区域 C】 

 

 

  

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

1,059 1,066 1,025 974 955

1,060 1,070 1,042 1,042 1,042

1 4 17 68 87

②確保の方策

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

①量の見込み

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

502 506 486 462 453

503 508 494 494 494

1 2 8 32 41

①量の見込み

②確保の方策

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

448 451 434 412 404

449 453 441 441 441

1 2 7 29 37

①量の見込み

②確保の方策

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）
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③保育ニーズ：３号認定 
 

【提供区域 A】 

 

 

【提供区域 B】 

 

 

【提供区域 C】 

 

 

  

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

765 795 821 821 821

765 795 821 821 821

0 0 0 0 0

①量の見込み

②確保の方策

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

390 405 418 418 418

390 405 418 418 418

0 0 0 0 0

①量の見込み

②確保の方策

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

331 344 355 355 355

331 344 355 355 355

0 0 0 0 0

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

①量の見込み

②確保の方策
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③－１：０歳児 
 

【提供区域 A】 

 

 

【提供区域 B】 

 

 

【提供区域 C】 

 

 

  

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

179 185 196 196 196

179 185 196 196 196

0 0 0 0 0

①量の見込み

②確保の方策

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

96 99 105 105 105

96 99 105 105 105

0 0 0 0 0

①量の見込み

②確保の方策

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

78 80 85 85 85

78 80 85 85 85

0 0 0 0 0

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

①量の見込み

②確保の方策
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③－２：１・２歳児 
 

【提供区域 A】 

 

 

【提供区域 B】 

 

 

【提供区域 C】 

 

 

 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

586 611 625 625 625

586 611 625 625 625

0 0 0 0 0

①量の見込み

②確保の方策

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

293 306 313 313 313

293 306 313 313 313

0 0 0 0 0

①量の見込み

②確保の方策

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

253 263 270 270 270

253 263 270 270 270

0 0 0 0 0

　特定教育・保育施設

（保育所、認定こども園）

差（②－①）

①量の見込み

②確保の方策


